
（平成２３年４月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 52 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 41 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 51 件

国民年金関係 30 件

厚生年金関係 21 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和56年10月から58年11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 56 年 10 月から 58 年 11 月まで     

    私は、昭和 56 年 10 月に、それまで勤務していた会社を退職したので、

Ａ市Ｂ所（現在は、Ｃセンター）で国民年金の加入手続をした。加入後

の国民年金保険料納付は、当時、夫婦で経営していたＤ店の近くのＥ銀

行（現在は、Ｆ銀行）で、主に夫がほかの支払などと一緒に夫婦二人分

の保険料を納付していた。申立期間の保険料について、夫は納付済みと

なっているのに、私が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年 10 月にそれまで勤務していた会社を退職し、Ａ市

Ｂ所で国民年金の加入手続を行い、加入後の国民年金保険料納付は、当時、

申立人とその夫が経営していたＤ店の近くのＥ銀行で、主にその夫がほか

の支払などと一緒に夫婦二人分の保険料を納付していたとしている。これ

について、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から 53 年２月頃に払い出されたと推認されることから、申

立期間の保険料は納付することが可能な期間である。 

また、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していたとするその夫は、

申立期間の保険料は納付済みとなっている上、申立人は、国民年金加入期

間中の保険料は申立期間を除き全て納付しており、26 か月と比較的短期

間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4131 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 50 年４月までの期間、54 年 10 月から 55

年６月までの期間及び 59 年７月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年４月から 50 年４月まで 

             ② 昭和 54 年 10 月から 55 年６月まで 

             ③ 昭和 59 年７月 

申立期間①及び②について、私は、結婚後Ａ区でＢ店を経営しており、

Ａ区役所Ｃ支所又はＤ郵便局で国民年金保険料を納付していた。 

申立期間③については、昭和 56 年６月に住まいをＥ市に移したが、

Ａ区で引き続きＢ店を経営していたため、国民年金保険料を申立期間①

及び②と同様にＡ区内で納付していた。 

申立期間①、②及び③の国民年金保険料が未納となっていることに納

得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①及び②について、申立人は、結婚後Ａ区でＢ店を経営して

おり、Ａ区役所Ｃ支所又はＤ郵便局で国民年金保険料を納付したとして

いるところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被

保険者の資格取得時期から、昭和 48 年 10 月頃払い出されたと推認され、

このことからすると、申立期間①及び②は保険料を納付できる期間であ

る上、その前後は納付済みであり、申立期間②は同居していた申立人の

夫は納付済みとなっている。 

また、Ｆ市保管の申立人の国民年金被保険者名簿において、申立期間

①のうち昭和 50 年４月は｢他納｣のゴム印が押されており、納付済期間

であることが確認できる上、申立期間②のうち 55 年１月から同年３月

までの期間については、国民年金被保険者台帳（旧台帳）では納付済み



                      

  

となっており、申立期間②のうち同年４月から同年６月までについては、

Ｆ市保管の申立人の国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳

（旧台帳）共に納付済みとなっているなど、オンライン記録と不整合と

なっていることから、行政側の記録管理に不備がみられる。 

さらに、申立人が申立期間①は 13 か月、申立期間②は９か月と比較

的短期間及び短期間である申立期間①及び②の国民年金保険料を納付で

きなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間③について、申立人は、昭和 56 年６月に住まいをＥ市に移

したが、Ａ区で引き続きＢ店を経営していたため、国民年金保険料を申

立期間①及び②と同様にＡ区内で納付したとしているところ、申立人の

国民年金手帳記号番号は、上記のとおり 48 年 10 月頃払い出されたと推

認され、このことからすると、申立期間③は保険料を納付できる期間で

ある。 

また、Ｆ市保管の申立人の国民年金被保険者名簿において、申立期間

③は｢他納｣のゴム印が押されており、納付済期間と確認でき、オンライ

ン記録と不整合となっていることから、行政側の記録管理に不備がみら

れる。 

さらに、申立人が１か月と短期間である申立期間③の国民年金保険料

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

 ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4133 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年７月から同年９月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年７月から同年９月まで 

     ② 昭和 57 年 10 月から 61 年３月まで 

    申立期間①については、国民年金保険料の金額は覚えていないが受け

取った納付書で納付したと記憶しており、未納となっていることに納得

できない。申立期間②については、ねんきん特別便で、国民年金の加入

期間になっていないことを知ったが、この期間は、夫の扶養になってい

た期間であり、未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、国民年金保険料の金額は覚えていな

いが受け取った納付書で納付したとしているところ、申立人の所持する

年金手帳から、昭和 54 年 12 月１日に任意加入被保険者の資格を取得し

てから 57 年 10 月 25 日に任意加入被保険者の資格を喪失するまでの期

間は、国民年金に加入していたと認められることから、申立期間①は納

付可能な期間である。 

    また、申立期間①直前の期間は納付済みであり、申立人が、３か月と

短期間である申立期間①の国民年金保険料を納付できなかった特段の事

情は見当たらない。 

 

  ２ 一方、申立期間②について、申立人は、国民年金の未加入期間となっ

ていることに納得できないとしているが、申立人の所持する年金手帳に

は、昭和 57 年 10 月 25 日に任意加入被保険者の資格を喪失してから 61

年４月１日に「３号－Ａ」の資格を取得するまでの間は国民年金に加入



                      

  

した記載は無く、国民年金被保険者台帳（旧台帳）の喪失年月日欄にも

「57・10・25」「５」（喪失）と記載されており、これらは、オンライ

ン記録と一致していることから、申立期間②は未加入期間であり、制度

上保険料を納付することはできない期間である。 

また、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 57 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年３月及び 54 年４月から同年６月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 10 月から 50 年１月まで 

② 昭和 52 年３月 

③ 昭和 54 年４月から同年６月まで 

私が 20 歳になった昭和 46 年＊月頃、母がＡ市役所で国民年金の加入

手続をしてくれ、申立期間①及び②に係る国民年金保険料は実家近くの

信用金庫で納付してくれた。同じ家に同居する兄も母が国民年金の加入

及び保険料の納付手続をしており、申立期間は納付済みとなっている。

また、私の年金手帳の「国民年金記号番号」欄には「昭和 52 年３月１

日」及び「再交付」と記載されており、52 年３月に手帳を再交付され

たとするなら、それ以前に別の手帳が存在し、その手帳で保険料を納付

しているのではないか。 

昭和 54 年４月、私が結婚する際に、母から「あなたが 20 歳になった

時から国民年金に加入し保険料を払っていたが、これからは自分で支払

うように。」と年金手帳を渡され、それ以降の保険料は申立期間③を含

め自分で納めるようになった。 

申立期間①が未加入となっていること、申立期間②及び③が未納とな

っていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、その母がその兄の国民年金保険料と

ともに実家近くの信用金庫で申立人の国民年金保険料を納付してくれて

いたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 52 年７月頃払い出された



                      

  

と推認され、その時点では申立期間②は保険料を納付できる期間である。 

また、申立人と一緒に納付したとしているその兄は申立期間②は納付

済みである上、申立人が１か月間と短期間である申立期間②の保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間③について、申立人は、昭和 54 年４月以降は自分で国民年

金保険料を納めるようになったとしているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号は、上記のとおり 52 年７月頃払い出されたと推認され、こ

のことからすると、申立期間③は保険料を納付できる期間である。 

また、申立期間③前後は納付済みとなっており、申立人が３か月間と

短期間である申立期間③の保険料を納付できなかった特段の事情は見当

たらない。 

 

３ 一方、申立期間①について、申立人は、20 歳になった昭和 46 年＊月

頃、その母がＡ市役所で国民年金の加入手続をしてくれ、申立期間①に

係る国民年金保険料は実家近くの信用金庫で納付してくれたとしている

が、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとするその

母は既に他界しており、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納

付に直接関与していないことから、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり昭和 52 年７

月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間①は時効によ

り保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳には、「初めて被保険者となった

日」が「昭和 52 年３月１日」と記載されており、オンライン記録と一

致していることから、申立期間①は未加入期間であり、制度上保険料を

納付できない期間である。 

加えて、申立人は、現在所持する年金手帳は昭和 52 年３月に再交付

されたものであり、それ以前に別の手帳が存在し、その手帳で保険料を

納付しているのではないかとしているが、申立人は、55 年 12 月に厚生

年金保険の被保険者となり 59 年 12 月に同資格を喪失し、また、56 年

頃にＢ市からＣ区に転居し 59 年 11 月にＤ市に転居しているところ、申

立人が現在所持する手帳には発行者として「Ｅ地」の文字が印刷されて

おり、「年金制度のしくみ」のページに「再交付」、「60．１．10」及

び「Ｄ市」のスタンプが押印されており、また、「被保険者」のページ

の「厚生年金被保険」の上部に「再交付」、「55．12．22」及び「Ｆ社

会保険事務所」のスタンプが押印されていることから、当該手帳は、55



                      

  

年 12 月に厚生年金保険に再加入した際に再交付されたものと考えるの

が妥当である。 

このほか、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年３月及び 54 年４月から同年６月までの期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4138 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年７月から同年 12 月までの期間の付加保険料を含む国

民年金保険料及び 54 年１月から同年９月までの期間の付加保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53 年７月から同年 12 月まで 

② 昭和 54 年１月から同年９月まで 

私は、申立期間①及び②については、結婚後の昭和 51 年４月に国民

年金への任意加入手続を行い、同年６月から付加年金にも加入し、Ａ区

からＢ市へ転居した 53 年４月以後も国民年金保険料と付加保険料を納

付していた。申立期間①については付加保険料を含む国民年金保険料が、

申立期間②については付加保険料が、それぞれ未納となっていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①の国民年金保険料について、申立人は、結婚後の昭和 51

年４月に国民年金への任意加入手続を行い、Ａ区からＢ市へ転居した

53 年４月以後も国民年金保険料を納付していたとしているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取

得時期から申立人の申述のとおり 51 年４月頃に払い出されたと推認さ

れる上、申立人の年金手帳から 51 年４月 16 日に任意加入したと確認で

きることから、申立期間は保険料を納付可能な期間であるとともに、申

立人の申述は信 憑
ぴょう

性が高い。 

また、申立期間①前後の期間の保険料は納付済みである上、６か月と

短期間である申立期間①の保険料を納付できなかった特段の事情は見当



                      

  

たらない。 

さらに、申立人は、申立期間①以前の昭和 51 年４月に国民年金に任

意加入し、60 歳まで申立期間①を除き保険料を全て納付済みであるこ

とから、保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

 

２ 申立期間①及び②の付加保険料について、申立人は、結婚後の昭和

51 年４月に国民年金への任意加入手続を行い、同年６月から付加年金

にも加入し、Ａ区からＢ市へ転居した 53 年４月以後も国民年金保険料

と付加保険料を納付していたとしているところ、申立人が所持する年金

手帳の「国民年金の記録」欄には「被保険者になった日○附S51.6、被保

険者でなくなった日○附54.10.23」と記載されており、申立期間①及び②

は付加年金に加入していた期間であることが確認できる。 

また、申立人は、昭和 51 年４月に国民年金への任意加入手続を行い、

同年６月から付加保険料も納付済みである上、申立期間①は６か月、申

立期間②は９か月とそれぞれ短期間であり、申立期間①及び②の付加保

険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の

付加保険料を含む国民年金保険料及び申立期間②の付加保険料を納付し

ていたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年８月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年８月 

平成８年３月に会社を辞めた後、Ａ市役所で国民健康保険の加入手続

と同時に厚生年金保険から国民年金への切替手続を行い、納付書が送ら

れてきたのでＢ金庫などで支払い、途中から口座振替にした。 

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成８年３月に会社を辞めた後、Ａ市役所で厚生年金保険か

ら国民年金への切替手続を行い、納付書が送られてきたのでＢ金庫などで

保険料を納付し、その後は口座振替で納付したと主張しているところ、申

立人の国民年金手帳記号番号は８年８月頃払い出され、申立期間直前は現

年度納付し、申立期間直後からは口座振替により保険料を納付しているこ

とがＡ市の国民年金被保険者名簿等から確認でき、申立人の主張に不自然

さは見られない。 

また、平成８年３月の国民年金保険料が厚生年金保険被保険者となった

９年２月に納付された国民年金保険料の還付金の一部で充当されているも

のの、国民年金加入期間中は申立期間を除き未納は無く、申立人の納付意

識は高かったものと考えられ、申立人が１か月と短期間である申立期間の

国民年金保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 48 年３月まで 

    昭和 46 年３月にそれまで勤めていた会社を結婚準備のため退職し、

その時に母から年金が無いと老後さみしいので国民年金に加入するよう

に強く言われ、同年４月頃に加入手続をした。保険料は、最初は銀行で

は納められないということで、恐らくＡ支所か市役所に納付に行き、印

紙のようなものをもらった記憶もある。途中からＢ銀行（現在は、Ｃ銀

行）Ｄ支店で納めていた。結婚する時もせっかくここまで掛けてきたの

だからと母から言われ、夫に相談して保険料の納付を続けてきた。申立

期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職後の昭和 46 年４月頃国民年金の加入手続をし、最

初は銀行で納められなかったのでＡ支所か市役所で保険料を払い、途中か

らＢ銀行Ｄ支店で払っていたとしているところ、申立人の国民年金手帳記

号番号はその前後の手帳記号番号払出状況から、46 年４月頃払い出され

たと推認できる上、申立人の申述する納付方法は申立期間当時のＥ市（現

在は、Ｆ市）の取扱いと符合しており、申立人の申述に不自然さは無い。 

また、申立人は、昭和 47 年 10 月に結婚を契機に転居したＧ市において

も手続をし、保険料を払ったとしているところ、申立人の国民年金被保険

者資格の種別が強制から任意に変更されており、申立期間を除き国民年金

加入期間において未納が無い申立人の納付意欲の高さを考えると、Ｇ市に

移ってからの６か月と短期間である 47 年 10 月から 48 年３月までの保険

料を納付しなかったとは考え難い。 



                      

  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4157 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年３月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年３月から 50 年３月まで 

私は申立期間当時の昭和 49 年３月頃は、大学を卒業する時であった

が、将来のために国民年金に加入した方が良いと親から勧められたこと

もあり、母が加入手続を行ってくれた。国民年金保険料については、Ａ

市役所（現在は、Ｂ市役所）又は郵便局において母が納付してくれた。

国民年金に加入した直後から 13 か月の申立期間の保険料が未納となっ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年３月頃にその母が申立人の国民年金の加入手続を

行い、保険料を納付してくれたとしているところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、50 年 10 月

頃から同年 12 月頃までに払い出されたと推認され、その時点では、申立

期間は遡って保険料を納付できる期間である上、申立人が 13 か月と比較

的短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当た

らない。 

   また、オンライン記録において、申立人は、申立期間以外に国民年金保

険料の未納は無く、平成５年度からは保険料を前納で納付しており、12

年度からは付加保険料も納付していることが確認できることから、納付意

識は高いと考えられる上、申立人の保険料を納付したとするその母は、申

立期間の保険料が納付済みであることがオンライン記録から確認できる。 



                      

  

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4160 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年４月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から同年 10 月まで 

申立期間の国民年金保険料については、夫婦二人分をＡ区役所Ｂ所

(現在は、Ｃ分室)で納付したはずである。申立期間の保険料が未納とな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について夫婦二人分の国民年金保険料をＡ区役所Ｂ

所で納付したはずであるとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番

号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 54 年３月頃

に払い出されたと推認され、このことから、申立期間は保険料を納付する

ことは可能な期間である上、申立人は、申立期間の頃の納付金額、納付場

所等を具体的に記憶しており、申立人が７か月と短期間である申立期間の

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   また、申立人は、20 歳になった昭和 52 年＊月から申立期間の直前であ

る 59 年３月までの保険料を納付している上、申立期間以外に国民年金保

険料の未納は無いことから、納付意識は高かったと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4163 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月から２年３月まで 

    テレビのニュースで 20 歳から国民年金に加入することを知り、昭和

63 年５月頃、当時経営していたＡ店に客として来ていたＢ市役所職員

に私の国民年金の加入手続及び年金手帳の取得を依頼した。保険料は、

私の父が勤務する会社に出入りしていた信用金庫の職員に依頼して父が

保険料を納付していたと記憶している。申立期間が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、テレビのニュースで 20 歳から国民年金に加入することを知

り、昭和 63 年５月頃、Ｂ市役所職員に国民年金の加入手続及び年金手帳

の取得を依頼し、保険料は、その父が勤務する会社に出入りしていた信用

金庫の職員に依頼してその父が納付していたとしているところ、申立人の

国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期か

ら、平成２年４月又は同年５月頃払い出されたと推認され、当該時点では、

申立期間は保険料の過年度納付が可能な期間である上、オンライン記録に

よると、申立人は申立期間直前の昭和 63 年４月から平成元年３月までの

期間の国民年金保険料を過年度納付していることから、12 か月と短期間

である申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年７月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年１月及び同年２月 

           ② 昭和 48 年 12 月から 52 年３月まで 

私は、昭和 48 年に結婚し、何年後かに義父母から国民年金に加入す

るよう助言され、夫の分と一緒に私がＡ町役場で加入手続を行った。 

加入手続の際に、同町職員から 20 歳まで遡って加入するよう言われ、

数日後２年から３年分遡って提示された全額の保険料を納付した。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち昭和 50 年７月から 52 年３月までについて、申立人

は、48 年に結婚し、何年後かにその義父母から国民年金に加入するよ

う助言され、申立人の夫の分と一緒に申立人がＡ町役場で加入手続をし

た際に、同町職員から 20 歳まで遡って加入するよう言われ、数日後２

年から３年分遡って提示された全額の保険料を納付したとしている。 

このことについて、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号

前後の被保険者の資格取得時期から昭和 52 年 10 月頃に夫婦連番で払い

出されたと推認され、その時点からすると申立期間②のうち 50 年７月

から 52 年３月までの保険料は過年度納付することが可能な期間である

上、加入手続の数日後に２年分程度遡って保険料を納付したとする申立

人の申述は、当時の取扱いと符合する。 

また、申立人は、申立期間①及び②を除き、国民年金保険料を全て納

付済みであり、申立人及びその夫に国民年金に加入するよう助言した申



                      

  

立人の義父母についても、昭和 36 年４月から 60 歳まで全て保険料を納

付済みであることから、それぞれ納付意識が高かったことがうかがわれ

る上、21 か月と比較的短期間である当該期間の保険料を納付できなか

った特段の事情は見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間①及び②のうち昭和 48 年 12 月から 50 年６月までに

ついて、上記のように申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと

推認される 52 年 10 月の時点では、当該両期間は時効により保険料を納

付できない期間であり、当委員会においてオンラインの氏名検索等の調

査も行ったが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

もうかがわれず、申立人が当該両期間の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該両期間の

保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 50 年７月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5266 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 19 年９月１日から 20 年 11 月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人

の株式会社Ａにおける 19 年９月から 20 年 10 月までの標準報酬月額に係

る記録を 19 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 20 年 11 月１日から 21 年４月 28 日までの

期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる 20 年４月から同年６月

までは標準報酬月額 19 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ

支払われていたと認められることから、申立人の株式会社Ａにおける標準

報酬月額に係る記録を 20 年 11 月から 21 年３月までは 19 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 60 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 19 年９月１日から 21 年４月 28 日まで 

ねんきん定期便に記載されている申立期間に係る標準報酬月額が、保

管している給与支給明細書で控除されている保険料に相当する標準報酬

月額と一致していない。ねんきん定期便に記載されている保険料よりも

高い保険料が給与支給明細書では控除されているので、申立期間の標準

報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 19 年９月１日から 21 年４月 28 日までの期間に係る年

金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用について

は、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間の

うち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間につい



                      

  

ては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚生

年金保険法を適用するという厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、

当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき

記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間のうち、平成 19 年９月１日から 20 年 11 月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期

間であるから、厚生年金特例法を、同年 11 月１日から 21 年４月 28 日ま

での期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅

していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、申立期間のうち、平成 19 年９月１日から 20 年 11 月１日までの期間

については、申立人から提出された給与支給明細書において、標準報酬月

額 19 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

社会保険事務所（当時）が保管している申立人に係る健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届及び平成 20 年の健康保険厚生年金保険被保険者報

酬月額算定基礎届によれば、申立期間に係る標準報酬月額がオンライン記

録と一致していることから、事業主は、給与支給明細書で確認できる報酬

月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社

会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、

事業主は、当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 20 年 11 月１日から 21 年４月 28 日までの

期間に係る標準報酬月額については、オンライン記録において、20 年 11

月から 14 万 2,000 円と記録されている。しかし、申立人から提出された

給与支給明細書及び雇用保険被保険者離職票において、標準報酬月額の決

定の基礎となる 20 年４月から同年６月までは標準報酬月額 19 万円に相当

する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人の株式会社Ａにおける標準報酬月額を平成 20 年 11

月から 21 年３月までは 19 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5267 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、昭和 58 年４月から同年６月までを 32 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月１日から同年８月１日まで 

私がＡ株式会社からＢ株式会社に転籍した際の昭和 58 年４月から同

年７月までの標準報酬月額が 28 万円となっている。 

当時の給与は月額 38 万 3,800 円であったので、添付の給与明細書を

参考にして、当該期間の標準報酬月額を給与の額に見合うように訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 58 年４月から同年６月までの期間については、

申立人が保管するＢ株式会社の給与明細書から、申立人がオンライン記録

により確認できる標準報酬月額（28 万円）を超える報酬月額（同年４月

については 36 万 9,700 円、同年５月については 39 万 7,900 円、同年６月

については 38 万 3,800 円）の支払を受け、報酬月額に基づく標準報酬月

額（同年４月については 36 万円、同年５月については 41 万円、同年６月

については 38 万円）より低い標準報酬月額（32 万円）に見合う厚生年金

保険料（１万 6,960 円）に相当する額（同年４月分については１万 7,322

円、同年５月分及び同年６月分については１万 7,124 円）を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例に関する法律（以下「特例法」という。）に基



                      

  

づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給

付が行われるのは、事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料額

又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、給与明

細書で確認できる保険料控除額から、32 万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 58 年７月については、給与明細書から、

事業主が控除していたと認められる厚生年金保険料額（１万 5,176 円）に

見合う標準報酬月額（28 万円）は、オンライン記録において確認できる

標準報酬月額と同額であることから、特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

なお、申立期間のうち、昭和 58 年４月から同年６月までの期間に係る

保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主が、同年４月に

社会保険事務所（当時）に対して届け出た申立人に係る「健康保険厚生年

金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び同年４月の

給与明細書を提出し、過失により標準報酬月額を 28 万円として誤って届

け出たことを認めていることから、事業主が 28 万円を標準報酬月額とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が当該期間に事業主により

控除された標準報酬月額（32 万円）に見合う厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5270 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成 19 年４月１日から 20 年８月１日まで

の期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の

Ａ株式会社における 19 年４月から 20 年７月までの標準報酬月額に係る記

録を 22 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 また、申立期間のうち、平成20年８月１日から21年１月１日までの期間

について、標準報酬月額の決定の基礎となる19年４月から同年６月までは

標準報酬月額26万円、20年４月から同年６月までは標準報酬月額28万円に

相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められるこ

とから、申立人のＡ株式会社における標準報酬月額に係る記録を20年８月

は26万円、同年９月から同年12月までは28万円に訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年４月１日から 21 年１月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、平成19年４月から20年12月までの標

準報酬月額が17万円と記録されているが、実際に支払われている給料

と比べて低く、誤りである。保険料控除の事実が確認できる給料明細

書を提出するので、当該期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成19年４月１日から21年１月１日までの期間に係る年金記

録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、

特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅していた期間の

うち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間につい



                      

  

ては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間については、厚生

年金保険法を適用するという厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、

当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき

記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

   申立期間のうち、平成19年４月１日から20年８月１日までの期間につい

ては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間で

あるから、厚生年金特例法を、同年８月１日から21年１月１日までの期間

については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していな

い期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているとこ

ろ、申立期間のうち、平成19年４月１日から20年８月１日までの期間につ

いては、申立人から提出された給与明細書によると、標準報酬月額22万円

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

事業主は所在不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 

   一方、申立期間のうち、平成20年８月１日から21年１月１日までの期間

に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると17万円と記録さ

れている。しかし、申立人から提出された給与明細書によると、標準報酬

月額の決定の基礎となる19年４月から同年６月までは標準報酬月額26万円、

20年４月から同年６月までは標準報酬月額28万円に相当する報酬月額が事

業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

   したがって、申立人のＡ株式会社における標準報酬月額を平成20年８月

は26万円、同年９月から同年12月までは28万円に訂正することが必要であ

る。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5271 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①（Ａ株式会社）における資格取得日は、昭和 33 年

３月 26 日、資格喪失日は同年８月 27 日であることが認められ､また、申

立期間②（株式会社Ｂ）における資格取得日は、34 年９月１日、資格喪

失日は 35 年２月 27 日であることが認められることから、申立期間につい

て、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、8,000 円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和33年３月26日から同年８月27日まで 

② 昭和34年９月１日から35年２月27日まで 

申立期間①についてはＡ株式会社に、申立期間②については株式会社

Ｂにそれぞれ勤務し、厚生年金保険料を控除されていたはずであるが、

日本年金機構の記録では、私に係る申立期間の被保険者記録が無い。 

第三者委員会で調査の上、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立人と氏名及び生年月日が一致し、基礎年金番号に

統合されていない被保険者記録（資格取得日は昭和 33 年３月 26 日、資

格喪失日は同年８月 27 日）が確認できる。 

また、Ａ株式会社から提出のあった申立人に係る「健康保険厚生年金

保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「健康保険

厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」に記載されている氏名、生

年月日及び被保険者期間は、上記被保険者記録と一致していることが確

認できることから、当該記録は、申立人の厚生年金保険被保険者記録で

あると認められる。 



                      

  

 

２ 申立期間②について、株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、申立人と氏名が一致し、基礎年金番号に統合されてい

ない被保険者記録（資格取得日は昭和 34 年９月１日、資格喪失日は 35

年２月 27 日）が確認できる。 

また、当該被保険者記録の生年月日は、申立人の生年月日と一部相違

する昭和 12 年＊月＊日（申立人は 12 年＊月＊日である。）と記載され

ているものの、オンライン記録から、ほかに 12 年＊月＊日生まれの同

姓同名の被保険者は確認できない上、申立人は、当該事業所が存在して

いた場所や当時の状況を具体的に記憶していることから、当該記録は、

申立人の厚生年金保険被保険者記録であると認められる。 

 

３ これらを総合的に判断すると、申立期間①については、申立人が昭和

33 年３月 26 日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年８月 27 日

に喪失した旨の届出を、申立期間②については、申立人が 34 年９月１

日に厚生年金保険被保険者資格を取得し、35 年２月 27 日に喪失した旨

の届出を、事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被

保険者名簿に記載されている当該両未統合記録から、8,000 円とするこ

とが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5272 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成18年５月

から同年８月までの期間を50万円、同年９月から同年11月までの期間を47

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年５月１日から同年12月１日まで 

    株式会社Ａで勤務していた期間のうち、平成18年５月から同年11月ま

での厚生年金保険の標準報酬月額について、国側の記録では、それまで

50万円だったものが36万円に引き下げられているが、申立期間の月給は、

36万円ではなく50万円だったと記憶しており、標準報酬月額の記録がお

かしいので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａの元事業主は、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の届出

については、資料が無く不明であると回答している。 

しかしながら、Ｂ市から提出された申立人に係る平成19年度の課税証明

書によると、申立人は、事業主により平成18年分の社会保険料等として、

71万2,020円を給与から控除されていることが確認できるところ、当該保

険料控除額は、申立期間より前の16年10月から17年８月までの期間の厚生

年金保険料率（139.34/1000）で、申立人の主張する標準報酬月額50万円

に相当する社会保険料額の12か月分が翌月控除されている額に一致してい

る。 

 一方、申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立ててい

るが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保



                      

  

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。  

したがって、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ市から提出された

前述の課税証明書において確認できる厚生年金保険料控除額を、申立期間

の厚生年金保険料率（平成 17年９月から 18年８月までの期間は

142.88/1000及び18年９月から19年８月までの期間は146.42/1000）で標準

報酬月額に置き換えて、18年５月から同年８月までの期間を50万円、同年

９月から同年11月までの期間を47万円とすることが必要である。 

 なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義

務の履行については、事業主は不明としているが、平成18年５月の健康保

険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届により申立人の標準報酬月額を36

万円とする旨の事業主印を押した届出を提出していることから、事業主は、

上記課税証明書において確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を届け

出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5273 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①のうち、平成５年１月１日から７年 10 月１日までの期間に

ついて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったことが認められることから、申立人

の標準報酬月額に係る記録については、５年１月から同年９月までを 47

万円、同年 10 月から６年７月までを 36 万円、同年８月から７年９月まで

を 41 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年１月１日から８年３月１日まで 

② 平成 10年２月１日から 11年 10月１日まで 

Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、平成５年１月から８年２月ま

での期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、それまで 34 万円から 47 万

円だったものが 20 万円に下がっている。以前と同額の給与をもらって

おり、給与明細書にも 20 万円とは書いてなかった記憶がある。会社は、

同年３月に社長が失踪し事実上倒産した。Ａ株式会社の倒産後に、仕事

はたくさんあったので従業員の一人が社長になって、残りの従業員 10

数名とＢ有限会社を立ち上げた。同社で勤務していた期間のうち、10

年２月から 11 年９月までの期間の標準報酬月額が、それまで 30 万円か

ら 44 万円だったものが、以前と同額の給与をもらっているのに 20 万円

に下がっている。同社も同年 10 月に社長が失踪して倒産した。Ｃ氏が、

Ａ株式会社とＢ有限会社の２社で経理担当をしていたので、標準報酬月

額について調査して、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録において、申立人のＡ株式会社

における標準報酬月額は、当初、平成５年１月から同年９月までは47万

円、同年10月から６年７月までは36万円、同年８月から７年２月までは

41万円と記録されていたところ、同年２月７日付けで取り消され、５年



                      

  

１月１日まで遡って20万円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、同社の同僚従業員の標準報酬月額の記録を確認したところ、申

立人のほかに同社社長及び取締役を含む６人の標準報酬月額が、同じく

平成７年２月７日付けで、５年 10 月及び６年 10 月の定時決定による標

準報酬月額の記録が取り消され、申立人と同様に５年１月１日まで遡っ

て減額訂正されていることが確認できる。 

さらに、Ａ株式会社の元事業主は、「申立期間①において、事業所に

は社会保険料の滞納が１年分から２年分あり、月々の保険料のほかに滞

納分を約束手形で支払う方法などを社会保険事務所の職員に相談し、約

束手形を渡して払っていたが、その後、渡した手形が不渡りとなって払

えなくなった。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、平成７年２月７日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当

該遡及訂正処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認

められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている

申立人の５年１月から７年９月までの標準報酬月額の記録については、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、５年１月から同年９

月までを 47 万円、同年 10 月から６年７月までを 36 万円、同年８月か

ら７年９月までを 41 万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間①のうち、平成７年 10 月１日から８年３月１日まで

の期間については、申立人の標準報酬月額が前述の遡及訂正処理が行わ

れた日以降の最初の７年 10 月の定時決定において、20 万円と記録され

ているところ、当該定時決定処理については遡及訂正処理との直接的な

関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理

であったとは言えない。 

また、Ａ株式会社の元取締役及び経理担当者は、「申立期間①当時、

会社は意図的に実際の給与額と異なる額で届出をしたことがあり、申立

人の標準報酬月額について、実際の給与額より低額の標準報酬月額の届

出を行った。」と回答しているが、「申立人の給与から控除する社会保

険料は、実際の給与額に基づく標準報酬月額に相当する保険料か、社会

保険事務所に届出をした標準報酬月額に相当する保険料のどちらかは不

明である。」と回答している。 

さらに、Ａ株式会社は既に解散している上、元事業主は、「手形の不

渡りを出して会社を番頭格の者にゆずったが、自分が残っていると会社

のために良くないと言われ、社判・代表者印や全ての会社の資料をその

まま残して、会社を出たので、資料等は無く、保険料の控除については

不明である。」と回答している。 

このほか、申立期間①のうち、平成７年 10 月１日から８年３月１日



                      

  

までの期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、平成７

年 10 月１日から８年３月１日までの期間について、その主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、申立人のＢ有限会社に係る給与振込口座の給与

入金記録において、申立人は、平成10年２月分から11年４月分までの給

与として、月額30万円以上の金額を受け取っていることが確認できるこ

とから、申立人の報酬月額は30万円以上であると判断できる。 

また、同社の経理担当者は、「Ｂ有限会社において、申立期間②当時、

会社は意図的に実際の給与額と異なる額で届出をしたことがあり、申立

人の標準報酬月額を実際の給与額より低額の標準報酬月額で届出を行っ

た。」と回答しているところ、申立人と同じ平成 10 年２月の随時改定

により、標準報酬月額が 32 万円から 15 万円に引き下げられている同僚

から提出された、平成 11 年度市民税・県民税特別徴収税額の通知書

（納税義務者用）において、当該同僚は、10 年分の社会保険料として、

29 万 1,233 円をＢ有限会社により源泉控除されていることが確認でき

るが、当該額は、同僚の同年のオンライン記録どおりの標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（社会保険料）が翌月控除された額とほぼ一致す

る。 

一方、申立人は、申立期間②に係る標準報酬月額の相違について申し

立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の

訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のうち、いずれか低い方

の額を認定することとなる。 

これらの事実を踏まえると、申立期間②について、申立人の給与振込

口座により確認できる報酬月額は、オンライン記録により確認できる標

準報酬月額より高額であるものの、同僚の平成 11 年度市民税・県民税

特別徴収税額の通知書（納税義務者用）から、事業主は、オンライン記

録どおりの標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給与から控除してい

たことが認められる。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



                      

  

申立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5274 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと

認められることから、申立期間の標準報酬月額の記録を、平成８年６月か

ら同年９月までの期間を 59 万円、同年 10 月から９年５月までの期間を

56 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年６月１日から９年６月 29日まで 

社会保険事務所の記録によると、株式会社Ａにおける平成８年６月か

ら９年５月までの標準報酬月額の記録が、実際の給与の額と相違してい

るので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、平成８年６月から同年９月までの期間は 59 万円、同年 10 月から９年

５月までの期間は 56 万円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生年

金保険の適用事業所でなくなった日（９年６月 29 日）後の同年７月 18 日

付けで、８年６月に遡って９万 8,000 円に引き下げられていることが確認

できる。 

一方、申立人は、商業登記簿謄本によると同社の取締役であったことが

確認できるものの、当時の複数の同僚が社会保険事務手続は、事業主と同

社の経理担当者が行ったと供述していることから、申立人は、当該標準報

酬月額の減額訂正に関与する立場になかったことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間における標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た記録から、平成８年６月から同年９月までの期間を 59 万円、同年 10

月から９年５月までの期間を 56 万円に訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を訂

正することが必要である。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、32 万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年12月10日 

ねんきん定期便では、株式会社Ａにおける平成 16 年 12 月の冬期分賞

与の記録が無いが、当該賞与明細書では厚生年金保険料を控除されてい

るので、申立期間の標準賞与額について年金額に反映されるように訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 16 年 12 月冬期分の賞与明細書により、申立

人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及

び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書におい

て確認できる賞与額から、32 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該賞与に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、



                      

  

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該賞与に係る保険料を徴収する権利が時効により消滅す

る前に、事業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当

時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5276 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと

認められることから、申立期間の標準報酬月額の記録を、平成５年１月か

ら６年 10 月までの期間を 53 万円、同年 11 月から７年１月までの期間を

59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年１月１日から７年２月 28日まで 

社会保険事務所の記録によると株式会社Ａにおける平成５年１月から

７年１月までの標準報酬月額の記録が、実際の給与の額と相違している

ので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、平成５年１月から６年 10 月までの期間は 53 万円、同年 11 月から７

年１月までの期間は 59 万円と記録されていたところ、株式会社Ａが厚生

年金保険の適用事業所でなくなった日（７年２月 28 日）後の同年３月７

日付けで、５年１月から６年 10 月までの期間は８万円、同年 11 月から７

年１月までの期間は９万 2,000 円に遡って引き下げられていることが確認

できる。 

一方、申立人は、閉鎖登記簿謄本によると同社の取締役であったことが

確認できるものの、当時の複数の同僚が社会保険事務手続は、事業主と同

社の総務・経理担当の幹部社員が行ったと供述していることから、申立人

は、当該標準報酬月額の減額訂正に関与する立場になかったことが推認で

きる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂

正処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間における標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立



                      

  

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た記録から、平成５年１月から６年 10 月までの期間を 53 万円、同年

11 月から７年１月までの期間を 59 万円に訂正することが必要と認められ

る。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5277 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 51 年４月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を９万 8,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    ねんきん定期便の記録では、Ａ株式会社に係る厚生年金保険被保険者

資格の喪失日が昭和 51 年３月 31 日となっているが、退職日である月末

31 日まで間違いなく勤務していたので、資格喪失日を同年４月１日に

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の申立期間当時の複数の同僚の供述及び雇用保険の加入記録から

判断すると、申立人は、Ａ株式会社に昭和 51 年３月 31 日まで継続して勤

務していたことが認められる。 

また、申立人が保管していた昭和 51 年の手帳には、「４月 29 日お給料

42,753 円収入」の記述がある上、当該給与額について同年３月 31 日まで

の日割り給与額及び保険料控除額を試算すると、おおむね一致することが

確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 51 年２月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、９万

8,000 円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いて、事業主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、事

業主から提出された申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失確認通

知書の資格喪失年月日が、昭和 51 年３月 31 日と記載されていることが確

認できることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所（当時）は申立人に係る同年３月の保険料について納入告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案5279 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の申立期間①に係るＡ株式会社における厚生年金保険の標準報

酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることか

ら、申立期間の標準報酬月額に係る記録を38万円に訂正することが必要

である。 

 

２ 申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、平成８年８月１日である

と認められることから、申立人の資格喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、38万円とすることが妥

当である。 

 

３ 申立人の申立期間③に係る株式会社Ｂにおける厚生年金保険の標準報

酬月額に係る記録については、38万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間③の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年11月１日から８年５月21日まで 

           ② 平成８年５月21日から同年８月１日まで 

           ③ 平成８年８月１日から10年11月25日まで 

年金記録確認第三者委員会から、Ａ株式会社と株式会社Ｂで同僚だっ

たＣ氏の年金記録に関する調査協力があったが、自分の厚生年金保険の

記録についても、Ｃ氏と同様に、Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、

申立期間①について、標準報酬月額が実際に受け取っていた給与よりも

大きく引き下げられて記録されている。 

また、申立期間②については、Ｃ氏と同様にＡ株式会社での厚生年金

保険被保険者期間が、平成８年５月21日までとなっているが、実際は同



                      

  

年７月31日まで勤務しており、被保険者期間としての記録が欠落してい

る。 

さらに、申立期間③については、Ａ株式会社から業務を引き継いだ株

式会社Ｂの標準報酬月額が、持っていた給与明細書と比べると大きく違

って記録されている。 

このことから、各申立期間について調査して、正しい厚生年金保険の

記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録において、申立人のＡ株式会社

における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、38万円と記録されてい

たところ、平成８年４月30日付けで、被保険者資格の取得日（７年11月

１日）に遡及して19万円に訂正されている上、当該事業所が厚生年金保

険の適用事業所でなくなった日（８年12月１日）後の９年１月７日付け

で、再度、当該期間における標準報酬月額が19万円から９万2,000円に

引き下げられていることが確認できる。 

  また、オンライン記録から、申立人の標準報酬月額が被保険者資格の

取得日に遡及して訂正された日と同日付けで、当該事業所における申立

人を除いた従業者９人のうち、６人の標準報酬月額が平成６年及び７年

10月の定時決定を取り消し、６年10月の定時決定以前の日に遡及して減

額訂正されている上、当該事業所における被保険者資格を既に喪失して

いた３人の従業者についても、遡及して減額訂正されていることが確認

できる。 

さらに、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日以降

の平成９年１月７日付けで、再度、申立人を含む５人の標準報酬月額が

遡及して減額訂正されたことが確認できる。 

加えて、事業主が「会社を始めて１年くらいした頃から保険料を滞納

し、社会保険事務所（当時）に何度か呼び出されたことがある。会社を

始めたときに世話になった社会保険労務士が社会保険事務所と話し合っ

てくれた結果、社員の給料の記録を遡って低くするということで保険料

の滞納を解消してもらった。」と供述している上、複数の同僚が「会社

は最初から資金繰りに困っており、給料も遅配していた。」と供述し、

経理事務担当者も「社会保険事務所から保険料納付の督促があったり、

職員が来社したことが何度かあったが、会社名を変えて移転してからは

来社しなかった。」と供述していることから、当該事業所において保険

料の納付が滞納していたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該訂正処理

を行う合理的な理由は無く、申立期間①において標準報酬月額に係る有



                      

  

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、38万円

に訂正することが必要と認められる。 

   

２ 申立期間②について、申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、オ

ンライン記録において平成８年５月21日とされているが、当該喪失届は、

当該事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（８年12月１

日）以降であり、かつ、申立人が申立事業所の次に勤務した株式会社Ｂ

において、被保険者資格を取得した日（８年８月１日）以降の９年１月

７日付けで、２度目の標準報酬月額の遡及した減額訂正処理と同時に処

理されていること、オンライン記録における資格喪失日が、申立人と同

日付けとなっていた同僚が所持していた８年５月分から同年７月分まで

の給与明細書において、事業主によって給与から厚生年金保険料を控除

されていたことが確認できたこと、及び申立人は、当該同僚を含めた複

数の同僚とともに８年８月１日付けで株式会社Ｂにおいて、被保険者資

格を再取得するまでＡ株式会社に継続して勤務していたと同僚が供述し

ていることから、申立人の資格喪失日は同日であったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該喪失処理

を行う合理的な理由は無く、申立期間②について、平成８年５月21日に

資格喪失した旨の処理に係る記録は有効なものとは認められないことか

ら、申立人のＡ株式会社における被保険者資格喪失日を、株式会社Ｂに

おける資格取得日である同年８月１日に訂正することが必要と認められ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社にお

ける上記１訂正後の平成８年４月のオンライン記録から、38万円とする

ことが妥当である。 

 

３ 申立期間③に係る株式会社Ｂにおける申立人の標準報酬月額は、オン

ライン記録では、厚生年金保険被保険者資格の取得時（平成８年８月１

日）に決定された標準報酬月額のまま、９年10月の定時決定を経て資格

喪失日（10年11月25日）までの全期間が９万2,000円と記録されている

ことが確認できる上、当該事業所において、申立人と同日付けで被保険

者資格を取得した８人全員が、被保険者資格喪失日までの標準報酬月額

が、全期間について９万2,000円と記録されていることが確認できる。 

しかし、申立人が提出した平成８年12月分の給与明細書において確認

できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン

記録における申立人の標準報酬月額と一致していない上、申立人に係る

雇用保険受給資格者証において、離職時における賃金日額から換算でき



                      

  

る報酬月額は、申立人が提出した給与明細書における給与総支給額とお

おむね合致していることが認められる。 

また、前述の同僚が所持していた申立期間③に係る自身の19か月分の

給与明細書から、オンライン記録における当該同僚に係る標準報酬月額

を上回る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されていたことが確認できる。 

さらに、株式会社Ｂは、平成10年11月25日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなった後、休眠会社となっているが、当時の事業主が、「Ａ

株式会社の社長から、会社の名前を変えて事業を行うので、株式会社Ｂ

の社長になってくれと言われて就任した。従業者の給与については、分

からない。」と供述しているところ、当該事業所の事務担当者が、「株

式会社Ｂの給与は、給与明細書どおりの額が支給されていた。同社は、

Ａ株式会社が名前を変えた会社で、厚生年金保険料は、Ａ株式会社で最

初に届け出たとおりの額を控除していた。」と供述していることから、

申立人は、申立期間③において、申立人が提出した給与明細書において

確認できる厚生年金保険料を、事業主によって給与から控除されていた

と推認することができる。 

一方、申立人は、申立期間③の標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除したと認められる保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内で

あることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立人の申立期間③のうち、平成８年12月の標準報酬月

額については、給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除

額から、38万円とすることが妥当である。 

また、申立期間③のうち、給与明細書が無い平成８年８月から同年11

月までの期間及び９年１月から10年10月までの期間の標準報酬月額につ

いては、複数の同僚から、申立人が当該事業所において、工場長と呼ば

れていた旨の供述が得られること、申立人が提出したタイムカードから

時間外勤務及び休日勤務の実態が確認できるところ、前述の給与明細書

において時間外勤務手当及び休日勤務手当の支給が無く、管理手当が支

給されており、申立人が「給与は入社したときから変わらなかった。」

と供述していることなどから、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、同僚が保存していた給与明細書から控除されていたと認めら

れる申立人の当該期間に係る標準報酬月額と、オンラインの記録におけ



                      

  

る標準報酬月額が、平成８年８月から10年10月までの申立期間③の全期

間にわたり一致していないことから、事業主は、当該給与明細書におい

て確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出

ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5280 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額を 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年２月１日から同年６月 21 日まで 

    ねんきん定期便の記録では、株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立

期間の標準報酬月額が９万 8,000 円と記録されている。保管する給与

明細書では、厚生年金保険料が２万 7,760 円控除されていた。申立期

間を正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、平成 14 年２月から同年５月までの期間について

32 万円と記録されていたところ、申立人の同社における被保険者資格喪

失日である同年６月 21 日の後の同年７月 18 日に申立人を含む 14 人の被

保険者の標準報酬月額が、資格取得時に遡って９万 8,000 円に減額訂正さ

れている上、当該事業所の厚生年金保険の被保険者期間を有していた 27

人の被保険者の記録が、遡って取り消されていることが確認できる。 

また、株式会社Ａに係る滞納処分票の記録では、平成 11 年以降の申立

期間を含む期間において、厚生年金保険料を含む社会保険料を滞納してい

ることが確認でき、滞納保険料の納付について社会保険事務所(当時)と事

業主が頻繁に交渉を行っていた記載がある。 

   これらを総合的に判断すると、平成 14 年７月 18 日付けで行われた遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、こ

のような遡及により記録を訂正する合理的理由は無く、標準報酬月額に係

る有効な記録訂正があったとは認められない。このため、当該遡及訂正処

理の結果として記録されている申立人の申立期間に係る標準報酬月額につ

いては、事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、32 万円に訂

正することが必要と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5281 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①のうち、平成 15 年４月１日から同年７月１日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ有限会社における 15 年４月から同年６月までの標準報酬月

額に係る記録を 16 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間①のうち、平成 20 年３月１日から 22 年２月１日まで

の期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる 19 年４月から同年

６月までの期間、20 年４月から同年６月までの期間及び 21 年４月から

同年６月までの期間は標準報酬月額 17 万円に相当する報酬月額が事業

主により申立人へ支払われていたと認められることから、申立人のＡ有

限会社における標準報酬月額に係る記録を 20 年３月から 22 年１月まで

は 17 万円に訂正することが必要である。 

 

２ 申立人は、申立期間③から⑩までに係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準

賞与額に係る記録を、申立期間③、④、⑤、⑧及び⑩を 14 万円、申立

期間⑥を 13 万 8,000 円、申立期間⑦を 13 万 6,000 円、申立期間⑨を

13 万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

また、申立人は、申立期間⑪から⑭までに係る標準賞与額について、

申立期間⑪は 14 万円、申立期間⑫は 11 万 2,000 円、申立期間⑬は８万

4,000 円、申立期間⑭は７万円に相当する賞与が事業主により支払われ

ていたと認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申

立期間⑪を 14 万円、申立期間⑫を 11 万 2,000 円、申立期間⑬を８万

4,000 円、申立期間⑭を７万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 



                      

  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ：  ① 平成 12 年９月１日から 22 年２月１日まで 

 ② 平成 15 年７月 25 日 

 ③ 平成 15 年 12 月 25 日 

 ④ 平成 16 年 12 月 22 日 

 ⑤ 平成 17 年７月 20 日 

 ⑥ 平成 17 年 12 月 22 日 

 ⑦ 平成 18 年７月 20 日 

 ⑧ 平成 18 年 12 月 22 日 

 ⑨ 平成 19 年７月 20 日 

 ⑩ 平成 19 年 12 月 25 日 

 ⑪ 平成 20 年７月 22 日 

 ⑫ 平成 20 年 12 月 24 日 

 ⑬ 平成 21 年７月 17 日 

 ⑭ 平成 21 年 12 月 23 日 

現在勤務しているＡ有限会社における標準報酬月額の記録が、申立期

間①について、実際の給与額より低い金額になっている。 

また、平成 15 年７月から 21 年 12 月までの賞与についても、申立期

間③については標準賞与額の記録が無く、申立期間②及び④から申立期

間⑭までについては、実際の賞与額より低い標準賞与額が記録されてい

るので、調査して、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①に係る年金記録及び申立期間②から⑭までの標

準賞与額に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる

法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効

により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により

消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）を、その

他の期間については、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の

見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、

その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められるかを判断する

こととしている。 

申立期間のうち、平成 12 年９月１日から 20 年３月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた



                      

  

期間であるから、厚生年金特例法を、同年３月１日から 22 年２月１日

までの期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により

消滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立期間①のうち、平成 15 年４月から同年６月までの期間について

は、申立人が保管するＡ有限会社の発行したとする給与支払明細書並び

に同社の作成した申立人に係る給与賞与支給額及び保険料控除額一覧表

により、申立人は、当該期間においてオンライン記録により確認できる

標準報酬月額（14 万 2,000 円）を超える 16 万円の標準報酬月額に相当

する報酬月額の支払を受け、16 万円の標準報酬月額に見合う厚生年金

保険料（１万 864 円）を超える１万 2,318 円の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間①のうち、平成 12 年９月１日から 20 年３月１日まで

の期間に係る標準報酬月額については、厚生年金特例法に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①のうち、平成 15 年４月から同年６月までの

期間に係る標準報酬月額については、給与支払明細書等で確認できる報

酬月額から、16 万円に訂正することが必要である。 

 なお、当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が実際の給料より低い報酬月額を届け出たとしていること

から、事業主は、給与支払明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除

額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所（当

時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料の納入告知を行っておらず、

事業主は、当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、申立期間①のうち、平成 20 年３月１日から 22 年２月１日まで

の期間に係る標準報酬月額については、オンライン記録において、14

万 2,000 円と記録されている。しかし、申立人から提出されたＡ有限会

社の発行したとする給与支払明細書並びに同社の作成した申立人に係る

給与賞与支給額及び保険料控除額一覧表において、標準報酬月額の決定

の基礎となる 19 年４月から同年６月までの期間、20 年４月から同年６

月までの期間、及び 21 年４月から同年６月までの期間は標準報酬月額

17 万円に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたこ

とが確認できる。 



                      

  

したがって、申立人のＡ有限会社における標準報酬月額に係る記録を

平成 20 年３月から 22 年１月までは 17 万円に訂正することが必要であ

る。 

 

３ 申立人の申立期間②から⑩までに係る標準賞与額について、申立人の

保管する賞与支払明細書等において、申立人は、当該期間に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、標準賞与額について、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を改

定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る保険料額及び申立人

の賞与総支給額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与支払明細書等にお

いて確認できる賞与支給額及び保険料控除額から、申立期間③、④、⑤、

⑧及び⑩を 14 万円、申立期間⑥を 13 万 8,000 円、申立期間⑦を 13 万

6,000 円、申立期間⑨を 13 万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、当該期間に係る賞与支払届を社会保険事務所に誤

って届け出、又は一部届出漏れがあったとしていることから、その結果、

社会保険事務所は、当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

一方、申立期間⑪から⑭までに係る標準賞与額については、前述の賞

与支払明細書等により、申立期間⑪は 14 万円、申立期間⑫は 11 万

2,000 円、申立期間⑬は８万 4,000 円、申立期間⑭は７万円に相当する

賞与が事業主により支払われていたことが確認できる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額については、申立期間⑪を

14 万円、申立期間⑫を 11 万 2,000 円、申立期間⑬を８万 4,000 円、申

立期間⑭を７万円に訂正することが必要である。 

 

４ 申立期間①のうち、平成 12 年９月から 15 年３月までの期間及び同年

７月から 20 年２月までの期間については、申立人が保管する給与支払

明細書等により確認できる事業主により支払われた報酬月額が、オンラ

イン記録により確認できる標準報酬月額（14 万 2,000 円）よりも高額

であるものの、源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額に見合

う標準報酬月額と同額であることから、厚生年金特例法による保険給付

の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



                      

  

また、申立期間②については、賞与支払明細書等により確認できる事

業主により源泉控除されていた厚生年金保険料に見合う標準賞与額が、

オンラインの記録における標準賞与額よりも低額となっていることが確

認できることから、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらない

ため、あっせんは行わない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5282 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）における平成 15 年 12 月

12 日の標準賞与額の記録を 60 万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ：  平成 15 年 12 月 12 日 

Ａ株式会社から支給された申立期間の賞与の記録が無いが、賞与明細

書から、厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ株式会社に係る平成 15 年 12 月支給の賞与明細

書から、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立人の標準賞与額については、賞与明細書における保険料控除

額から、60 万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間の賞与額に基づく保険料の事業主による納

付義務の履行については、事業主は、当時の資料を保存していないため不

明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5283 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成８年 11 月は 30 万円、９年２月は 32 万円、同年３月は 30 万円、

同年９月は 36 万円、10 年 10 月から同年 12 月までは 26 万円、11 年２月

から同年６月までは 26 万円、同年９月は 28 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 11 月１日から 12 年１月 20 日まで 

    年金事務所からの連絡により、株式会社Ａに勤務していた申立期間の

標準報酬月額が実際とは違う記録の可能性があることを知らされた。確

かに当時の給与の額と違っているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「厚生年金特例法」という。）に基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａから提出

された給料台帳において確認できる月例給与合計額及び保険料控除額から、

平成８年 11 月は 30 万円、９年２月は 32 万円、同年３月は 30 万円、同年

９月は 36 万円、10 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 11 年２月から

同年６月までの期間は 26 万円、同年９月は 28 万円とすることが妥当であ

る。 



                      

  

一方、申立期間のうち、平成８年 12 月、９年１月、同年４月から同年

８月までの期間、同年 10 月から 10 年９月までの期間、11 年１月、同年

７月、同年８月及び同年 10 月から同年 12 月までの期間については、給料

台帳により、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額又

は報酬月額に見合う標準報酬月額はオンライン記録により確認できる標準

報酬月額よりも低額又は同額であることから、厚生年金特例法による保険

給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

なお、申立人の申立期間のうち、平成８年 11 月、９年２月、同年３月、

同年９月、10 年 10 月から同年 12 月までの期間、11 年２月から同年６月

までの期間及び同年９月に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は国側の記録どおりの届出を行っており、申立て

どおりの届出を行っていないとしていることから、事業主は、当該給料台

帳において確認できる厚生年金保険料額に見合う報酬月額を届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準報酬月額に見

合う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5284 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ会に係る申立期間の標準賞与額の記録については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間にお

ける標準賞与額に係る記録を 15 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年７月 31 日 

Ａ会から申立期間の賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されてい

る。しかし、当該賞与に係る厚生年金保険の記録が無いので訂正してほ

しい。                

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ会提出の給与台帳により、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を、

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、Ａ会提出

の給与台帳において確認できる厚生年金保険料控除額及び賞与額から、15

万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し



                      

  

たか否かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後

に、事業主が申立期間当時に事務手続を怠ったとして訂正の届出を行って

いること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付していないこ

とを認めていることから、社会保険事務所（当時）は申立人の当該期間に

係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5285 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ会に係る申立期間の標準賞与額の記録については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額

とならない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間にお

ける標準賞与額に係る記録を 31 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年７月 31 日 

Ａ会から申立期間の賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されてい

る。しかし、当該賞与に係る厚生年金保険の記録が無いので訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ会提出の給与台帳により、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を、

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額

の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、Ａ会提出

の給与台帳において確認できる厚生年金保険料控除額及び賞与額から、31

万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し



                      

  

たか否かについては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後

に、事業主が申立期間当時に事務手続を怠ったとして訂正の届出を行って

いること、及び当該賞与に係る厚生年金保険料について納付していないこ

とを認めていることから、社会保険事務所（当時）は申立人の当該期間に

係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5286 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 41 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額に係る記録を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

昭和 41 年９月 30 日までＡ株式会社Ｂ工場に勤務し、同年 10 月１日

付けでグループ企業のＣ株式会社（現在は、Ｄ株式会社）に異動したが、

同年９月の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している。申立期間につ

いて、給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、厚生年金

保険の被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社提出の社員名簿、Ｄ株式会社提出の人事記録及び雇用保険の

被保険者記録から判断すると、申立人は、申立期間前後を含めてＡ株式会

社Ｂ工場及びＣ株式会社に継続して勤務し（昭和 41 年 10 月１日に、Ａ株

式会社からＣ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 41 年８月のオンライ

ン記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、

事業主が資格喪失日を昭和 41 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所（当時）がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考

え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会



                      

  

保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っ

ておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5287 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年９月 21 日から同年 11 月 21 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る

記録を同年９月 21 日、資格喪失日に係る記録を同年 11 月 21 日とし、当

該期間に係る標準報酬月額に係る記録を 22 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年６月１日から 61 年１月１日まで 

昭和 60 年６月１日から同年 12 月 31 日まで、Ａ株式会社に勤務し、

給与から厚生年金保険料が控除されていたが、当該期間に係る厚生年金

保険の加入記録が欠けているのは納得できない。申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚の供述

及び申立人が記憶する同僚に同社における被保険者記録が確認できること

から、期間の特定はできないものの、申立人が同社において勤務していた

ことが認められるとともに、申立人提出の昭和 60 年 10 月分及び同年 11

月分の給料支払明細書（Ａ株式会社名の記載がある。）から、申立人が厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立事業所に勤務していた者の給与計算の締切日、給与支払日及

び厚生年金保険料控除方式についての供述から判断すると、申立事業所は

毎月 20 日締め、当月 25 日支払で、保険料は翌月控除方式であったことが

推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年

９月 21 日から同年 11 月 21 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主



                      

  

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立人の昭和 60 年９月及び同年 10 月の標準報酬月額につ

いては、給料支払明細書に記載の報酬月額から、22 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、申立期間におけるＡ株式会社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者原票の健保番号に欠番は無いことから、申立人に係る社会保

険事務所（当時）の記録が失われたとは考えられない上、仮に、事業主か

ら申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後被保険

者資格喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会におい

ても、社会保険事務所が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理

では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所に資格の取得及び

喪失に係る届出は行われてなく、その結果、社会保険事務所は申立人に係

る昭和 60 年９月及び同年 10 月の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

一方、上記以外の申立期間については、申立事業所は既に解散しており、

当時の取締役及び同僚から、具体的な勤務期間及び申立人に係る厚生年金

保険料の事業主による控除に関する供述を得られない。 

また、申立人が上記以外の申立期間の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給料支払明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の上記以外の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主

による給与からの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、上記以外の申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5288 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ部における

被保険者資格喪失日に係る記録を平成 11 年 10 月１日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額に係る記録を 15 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

Ａ株式会社において、申立期間前後を含めて継続して勤務していたが、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間も給与から厚生年金保険料を控除されていたので、当該期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の被保険者記録、厚生年金基金加入員台帳の加入

員記録、申立人提出の給与明細書から判断すると、申立人は、申立期間前

後を含めてＡ株式会社に継続して勤務し（平成 11 年 10 月１日にＡ株式会

社Ｂ部から同社Ｃセンターに異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書に

記載の厚生年金保険料控除額から、15 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、納付したか否かは不明としているが、Ａ株式会社Ｂ部

に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」に記載の被

保険者資格喪失日が平成 11 年９月 30 日となっていることから、事業主が

同日を被保険者資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る同年９月の保険料の納入の告知を行っておらず（社



                      

  

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5290 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、24 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年 10 月１日から 11 年４月 16 日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実

際の給与額及び控除保険料額相当の標準報酬月額と相違しているので訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間の標準報酬月額は、11 万

円であることが確認できる。 

しかしながら、申立人提出の給与明細書に記載の控除厚生年金保険料額

及び事業主の供述等から判断すると、申立人は、申立期間において、標準

報酬月額 24 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は申立てに係る関連資料が保存されておらず不明と

しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も無

いことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5291 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、Ａ株式会社Ｂ工場（現在は、Ｃ株

式会社Ｄ所）における資格喪失日に係る記録を昭和 40 年６月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を１万 8,000 円とすることが必要

である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月 31 日から同年６月１日まで 

    Ａ株式会社に入社後、転勤はあったが退職するまで申立期間も含めて

継続して勤務していたが、申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主提出の申立人に係る人事台帳、在籍証明書、雇用保険の加入記録

及び同僚の供述から、申立人が申立期間前後を含めてＡ株式会社（Ｃ株式

会社）に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、Ａ株式会社Ｂ工場から同社Ｅ工場への異動日については、申立人

の主張、申立人に係る人事台帳記載の各部署等への異動発令日（異動発令

日は 21 日又は１日）及び同僚の供述から判断して、昭和 40 年６月１日と

することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

工場の健康保険厚生年金保険被保険者原票に記載の資格喪失時の記録から、

１万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時の関係資料が無いため保険料を納付した



                      

  

か否か不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 40 年６月１日と届

け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年５月 31 日

と誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5292 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については 36 万円、申立期間

②に係る標準報酬月額については 41 万円、申立期間③に係る標準報酬月

額については 47 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年１月１日から同年７月１日まで 

             ② 平成元年４月１日から同年 10 月１日まで 

             ③ 平成４年１月１日から同年７月１日まで 

株式会社Ａに勤務していたときの標準報酬月額については、控除保険

料額からすると、申立期間①は 36 万円、申立期間②は 41 万円、申立期

間③は 47 万円であるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間①から③までの標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき標準報酬月額を改定し又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚

生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の金額を

認定することとなる。 

 したがって、申立期間①から③までの標準報酬月額については、申立人

提出の給料明細書に記載の厚生年金保険料額等から、申立期間①は 36 万

円、申立期間②は 41 万円、申立期間③は 47 万円とすることが妥当である。 



                      

  

   なお、事業主が申立人に係る申立期間①から③までの厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）の納付義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかにこれを

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5293 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、その主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、26 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年 12 月 15 日 

    Ａ社における、私の平成 15 年 12 月分賞与について、賞与明細書では

厚生年金保険料が控除されているが、被保険者記録ではこの期間の賞与

の記録が無いので、申立期間の厚生年金保険被保険者記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された賞与明細書及びＡ社から提出された平成 15 年３

回分賞与一覧表（個人別）等により、申立人は、申立期間において、同事

業所から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準賞与額については、申立人から提出された賞与明

細書及びＡ社から提出された平成 15 年３回分賞与一覧表等において確認

できる保険料控除額から、26 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出していないこと、及び申立期

間に係る厚生年金保険料についても納付していないことを認めていること

から、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に

基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5301 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、申立期間①から⑥までについて、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立期間①から⑥までに係る標準報

酬月額の記録については、平成７年４月を 18 万円に、同年５月を 20 万円

に、同年６月を 24 万円に、同年７月を 20 万円に、同年９月を 26 万円に、

９年４月から同年９月までの期間を 22 万円に、10 年３月及び 14 年４月

から同年９月までの期間を 24 万円に、15 年５月を 28 万円に訂正するこ

とが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、申立期間⑧から⑰までに係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間⑧から⑰までに係る標準賞与額の記録については、平成 15

年７月１日、同年 12 月１日及び 16 年７月１日の記録を 65 万円に、同年

12 月１日及び 17 年７月１日の記録を 63 万 3,000 円に、同年 12 月１日及

び 18 年７月１日の記録を 61 万 7,000 円に、同年 12 月１日の記録を 60 万

2,000 円に、19 年７月１日の記録を 64 万 9,000 円に、同年 12 月１日の記

録を 63 万 3,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）及び標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、明らかでないと認められる。 

   また、申立人の申立期間のうち、申立期間⑦及び⑱については、標準報

酬月額の決定の基礎となる平成 20 年４月から同年６月まで、及び 21 年４

月から同年６月までは標準報酬月額 26 万円に相当する報酬月額が事業主

により申立人へ支払われていたと認められること、並びに標準賞与額 70

万円に相当する賞与が事業主により支払われていたと認められることから、

株式会社Ａにおける 20 年９月から 22 年８月までの標準報酬月額に係る記

録を 26 万円に、20 年７月１日、同年 12 月１日、21 年７月１日及び同年

12 月１日に係る標準賞与額に係る記録を 70 万円に訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 



                      

  

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年４月から同年７月まで 

② 平成７年９月 

③ 平成９年４月から同年９月まで 

④ 平成 10 年３月 

⑤ 平成 14 年４月から同年９月まで 

⑥ 平成 15 年５月 

⑦ 平成 20 年９月から 22 年８月まで 

⑧ 平成 15 年７月１日 

⑨ 平成 15 年 12 月１日 

⑩ 平成 16 年７月１日 

⑪ 平成 16 年 12 月１日 

⑫ 平成 17 年７月１日 

⑬ 平成 17 年 12 月１日 

⑭ 平成 18 年７月１日 

⑮ 平成 18 年 12 月１日 

⑯ 平成 19 年７月１日 

⑰ 平成 19 年 12 月１日 

⑱ 平成 20 年７月１日 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、平成 15 年夏季賞与から 21 年

冬季賞与までの 14 回の賞与について、厚生年金保険料が控除されてい

るにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が無い。また、７年４

月から同年７月までの期間、同年９月、９年４月から同年９月までの期

間、10 年３月、14 年４月から同年９月までの期間、15 年５月及び 20

年９月から 22 年８月までの期間の給与について、標準報酬月額が実際

の給与額と相違している。これらの期間の標準賞与額及び標準報酬月額

を正しい金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①から⑱までの標準報酬月額及び標準賞与額に係

る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用に

ついては、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅し

た期間のうち申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期

間については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間につい

ては、厚生年金保険法を適用するという厚生労働省の見解が示されたこ



                      

  

とを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用さ

れる法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間のうち、申立期間①から⑥までに係る標準報酬月額及び申立

期間⑧から⑰までに係る標準賞与額については、本件申立日において保

険料徴収権が時効により消滅した期間であるから厚生年金特例法を、申

立期間⑦及び⑱に係る標準報酬月額及び標準賞与額については、本件申

立日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから

厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申

し立てているが、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額及び標準賞与額

を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬

月額と標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額及び

標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間①から⑥までに係る標準報酬月額の記

録については、申立人の提出した給料支払明細書において確認できる報

酬月額及び厚生年金保険料控除額から、平成７年４月を 18 万円に、同

年５月を 20 万円に、同年６月を 24 万円に、同年７月を 20 万円に、同

年９月を 26 万円に、９年４月から同年９月までの期間を 22 万円に、10

年３月及び 14 年４月から同年９月までの期間を 24 万円に、15 年５月

を 28 万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間⑧から⑰までに係る標準賞与額の記録につい

ては、給料支払明細書において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控

除額から、平成 15 年７月１日､同年 12 月１日及び 16 年７月１日の記録

を 65 万円に、同年 12 月１日及び 17 年７月１日の記録を 63 万 3,000 円

に、17 年 12 月１日及び 18 年７月１日の記録を 61 万 7,000 円に、同年

12 月１日の記録を 60 万 2,000 円に、19 年７月１日の記録を 64 万

9,000 円に、同年 12 月１日の記録を 63 万 3,000 円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額及び標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主

は、当時の資料が無いことから不明としており、ほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準報酬月額及び標準賞与額に係る届出を社会

保険事務所(当時)に行ったか否かについては、これを確認できる関連資



                      

  

料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

３ 申立人の申立期間⑦に係る標準報酬月額については、オンライン記録

によると 24 万円と記録されているが、申立人から提出された給料支払

明細書によると、標準報酬月額の決定の基礎となる平成 20 年４月から

同年６月まで、及び 21 年４月から同年６月までは標準報酬月額 26 万円

に相当する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認

できる。 

また、申立人の申立期間⑦及び⑱に係る標準賞与額については、オン

ライン記録に当該賞与に係る記録が無いことが確認できるが、申立人か

ら提出された給料支払明細書によると、標準賞与額 70 万円に相当する

賞与が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人の株式会社Ａにおける標準報酬月額を平成 20 年

９月から 22 年８月までは 26 万円に、標準賞与額を 20 年７月１日、同

年 12 月１日、21 年７月１日及び同年 12 月１日については 70 万円に訂

正することが必要である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5302 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（44 万 2,000

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 44 万 2,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年６月 30 日 

    平成 14 年９月１日から株式会社Ａに継続して勤務し、厚生年金保険

の適用については関係会社である株式会社Ｂの被保険者となっているが、

ねんきん定期便の標準報酬月額と保険料納付額の月別状況において 16

年６月の標準賞与の記録が欠落している。賞与明細書において、厚生年

金保険料が控除されているので当該納付の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した株式会社Ａにおける申立期間の賞与支給明細書及び賞

与賃金台帳から、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額

（44 万 2,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当時の資料が無いことから不明としており、ほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5303 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（31 万 8,000

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を 31 万 8,000

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年６月 30 日 

    平成 14 年４月１日から株式会社Ａに継続して勤務し、厚生年金保険

の適用については関係会社である株式会社Ｂの被保険者となっているが、

ねんきん定期便の標準報酬月額と保険料納付額の月別状況において 16

年６月の標準賞与の記録が欠落している。賞与明細書において、厚生年

金保険料が控除されているので当該納付の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した株式会社Ａにおける申立期間の賞与支給明細書及び賞

与賃金台帳から、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額

（31 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、当時の資料が無いことから不明としており、ほかに確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所(当時)に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5304 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和49年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係

る記録を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る昭和48年12月及び49年１月の厚生年金保険

料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められ、

同年２月の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年 12 月 31 日から 49 年３月１日まで 

        Ａ株式会社に昭和 49 年２月 28 日まで勤務し、厚生年金保険料が控除

されていたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が

無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 49 年２月 28 日までＡ株式会社に勤務し、その間、厚生

年金保険に加入していたとしているが、同社に係る健康保険厚生年金保険

事業所別被保険者名簿では、48 年 12 月 31 日に厚生年金保険の被保険者

資格を喪失したものとされている。 

しかしながら、複数の同僚の供述及び申立人に係る雇用保険の被保険者

記録から、申立人がＡ株式会社に昭和 49 年２月 28 日まで勤務していたこ

とが認められる。 

また、申立人と同様にＡ株式会社の本社に勤務し、同一職種であった同

僚の保管していた源泉徴収票により、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る



                      

  

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の昭和 48 年 11 月の記録から、

６万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間のうち、昭和 48 年 12 月及び 49 年１月の申立人に係る

保険料の納付義務の履行については、事業主からの回答は無く、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、適用事業所名簿によれば、Ａ株式会社は昭和 49 年２月 28 日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、その後は申立期間を含めて適用

事業所としての記録が無いが、申立人及び複数の同僚の供述から、同日に同

社において、少なくとも 10 人の従業員が勤務していたことが認められるこ

とから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたも

のと判断される。したがって、申立期間のうち、同年２月の申立人に係る

保険料の納付義務の履行については、事業主からの回答は無いが、事業主

は、当該期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所に適用の

届出を行っていなかったと認められることから、当該期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5305 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①のうち、昭和43年１月15日から同年５月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る記

録を同年１月15日、資格喪失日に係る記録を同年５月１日に訂正し、当該

期間の標準報酬月額に係る記録を、同年１月から同年３月までは２万

6,000円、同年４月は２万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年１月 15 日から同年６月１日まで 

                          ② 昭和 44 年９月 18 日から同年 12 月１日まで 

        私は、昭和 37 年９月にＢ株式会社に入社し、以後退社するまでの間、

会社はＣ株式会社、Ａ株式会社、Ｄ株式会社と社名が変更されたが、全

て厚生年金保険料を給与から差し引かれていた。しかし、私の厚生年金

保険被保険者記録は、43 年１月 15 日から同年６月１日までの期間及び

44 年９月 18 日から同年 12 月１日までの期間が欠けている。申立期間

の厚生年金保険の被保険者記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち昭和 43 年１月 15 日から同年５月１日までの期間に

ついては、雇用保険の被保険者記録（事業所名は不明）及びオンライン

記録において申立人同様にＣ株式会社からＡ株式会社に勤務が変わった

ことが確認できる複数の同僚の供述から、申立人がＡ株式会社に勤務し

ていたことが認められる。 

  また、上記同僚のうち、申立人と同様にＡ株式会社に勤務し、被保険

者記録が無い同僚が所持する給与明細書によると、当該期間に係る厚生

年金保険料が事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、当該期間の標準報酬月額については、上記同僚の給与明細書

において確認できる当該期間の保険料控除額並びにオンライン記録にお

いて確認できる申立人及び上記同僚の申立期間①後の厚生年金保険の標

準報酬月額から、昭和 43 年１月から同年３月までは２万 6,000 円、同

年４月は２万 8,000 円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

オンライン記録によれば、Ａ株式会社は、昭和 43 年６月１日に厚生年

金保険の適用事業所となっており、申立期間①において適用事業所とは

なっていないが、申立人及び複数の同僚の供述から、申立期間①当時、

同社において、少なくとも７人の従業員が勤務していたことが認められる

ことから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしてい

たものと判断されるところ、事業主は当該期間において適用事業所であり

ながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかったと認め

られることから、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

２ 申立期間①のうち昭和 43 年５月１日から同年６月１日までの期間に

ついては、雇用保険の被保険者記録（事業所名は不明）及びオンライン

記録において申立人同様にＣ株式会社からＡ株式会社に勤務が変わった

ことが確認できる複数の同僚の供述から、申立人がＡ株式会社に勤務し

ていたことが認められる。 

しかしながら、Ａ株式会社の元事業主に照会するも回答が無い上、

照会したＡ株式会社における複数の同僚からも保険料控除に関する資料

の提出や具体的な供述を得ることができなかった。 

 また、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録（事業所名は不明）

及びオンライン記録において申立人同様にＡ株式会社からＤ株式会社に

勤務が変わったことが確認できる複数の同僚の供述から、申立人がＡ株

式会社又はＤ株式会社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によると、Ａ株

式会社は昭和 44 年９月 18 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、また、Ｄ株式会社は同年 12 月１日に適用事業所となっており、

申立期間②において両事業所は、適用事業所ではないことが確認できる。 

 また、Ａ株式会社及びＤ株式会社の元事業主に照会するも回答が無い

上、照会したＡ株式会社及びＤ株式会社における複数の同僚からも保険

料控除に関する資料の提出や具体的な供述は得られなかった。 



                      

  

  さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

４ このほか、申立人の申立期間①のうち昭和 43 年５月１日から同年６

月１日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①のうち昭和 43 年５月

１日から同年６月１日までの期間及び申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5309 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平

成 19 年９月から 20 年４月までを 56 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年３月１日から 20 年５月１日まで 

勤務をしているＡ社と平成 21 年３月 31 日に過去２年間の残業代の支

払合意をし、社会保険料が控除された金額を受け取ったが、厚生年金保

険料が納付されていなかった。このうち 19 年３月から 20 年４月までの

期間については時効になってしまっているが、同社も厚生年金保険料の

控除及び未納を認め納付すると言っているので、調査をして厚生年金保

険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立事業所に係る賃金

台帳で確認できる厚生年金保険料額から、平成 19 年９月から 20 年４月ま

でを 56 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、過失により申立人の申立期間に係る標準報酬月額（56 万円）



                      

  

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額(47 万円)に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付していないことを認めていることから、事業

主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年９月１日までの期

間に係る標準報酬月額については、申立事業所に係る賃金台帳で確認でき

る報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録に

おける標準報酬月額を超えないことから、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。 

 

                                       



                      

  

埼玉厚生年金 事案5310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立期間のうち、平

成14年２月を36万円、15年４月から同年９月までの期間を26万円、17年８

月を32万円、同年９月から18年12月までの期間を30万円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和60年４月１日から平成15年10月30日まで 

             ② 平成17年８月１日から20年５月29日まで 

Ａ株式会社に勤めていたときに実際にもらっていた給与の金額と、同

社が社会保険事務所（当時）に届けていた標準報酬月額が違っている。

調べて厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、給与支

払明細書で確認できる厚生年金保険料額から、平成14年２月を36万円、15

年４月から同年９月までの期間を26万円、17年８月を32万円、同年９月か

ら18年12月までの期間を30万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務



                      

  

の履行については、元事業主は履行したと供述しているが、給与支払明細

書で確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所にお

いて記録されている標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことか

ら、事業主は給与支払明細書で確認できる保険料控除額に見合う報酬月額

を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該

報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間①のうち、平成５年７月から６年２月までの期間、同年

４月から７年８月までの期間、同年12月から８年12月までの期間、９年２

月から12年10月までの期間、13年５月、同年６月、同年８月、同年９月、

同年11月から14年１月までの期間、同年４月、同年６月から同年11月まで

の期間及び15年１月から同年３月までの期間については、当該期間に係る

給与支払明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標

準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額を超えないことから、特例

法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間①及び②のうち、昭和60年４月から平成５年６月までの

期間、６年３月、７年９月から同年11月までの期間、９年１月、12年11月

から13年４月までの期間、同年７月、同年10月、14年３月、同年５月、同

年12月及び19年１月から20年４月までの期間に係る標準報酬月額について

は、給与支払明細書の提出が無いほか、同僚からも保険料控除について明

確な供述が得られず、申立事業所も適用事業所ではなくなり資料が無いこ

とから、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5312 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、Ａ株式会社における申立人の申

立期間①に係る被保険者記録のうち、資格喪失日（昭和 22 年１月 15

日）及び資格取得日（22 年３月１日）を取り消し、申立期間①の標準

報酬月額を 150 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立人の申立期間③について、Ｂ株式会社における厚生年金保険の被

保険者の資格取得日は昭和 24 年１月１日、資格喪失日は同年４月１日

であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資

格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、4,500 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年１月 15 日から同年３月１日まで 

② 昭和 22 年７月 10 日から同年９月１日まで 

③ 昭和 24 年２月 15 日から同年４月 25 日まで 

昭和 21 年２月１日から 27 年７月 14 日に退職するまでＡ株式会社の

Ｃ課に勤務していた。 

申立期間①は、Ｄ業務をするために、社長から「Ｅ製品の勉強をして

こい」と指示され、社員数人と一緒にＦ地へ研修に通っていた。申立期

間②は、Ｇ組織の命令により事業所の閉鎖命令が出たが、よそに工場を

借りてＥ製品の製造を続けており、自分はＨ株式会社に間借りした事務

所で業務を続けていた。申立期間③は、事業所の閉鎖命令が解除になり

元のＡ株式会社の事務所に勤務していた。 



                      

  

全ての申立期間に給与から厚生年金保険料を控除されていたはずであ

り、納得できないので調査して記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、申立人は、社会保険事務所（当時）の記録では、

Ａ株式会社において昭和 21 年２月１日に厚生年金保険の資格を取得し、

22 年１月 15 日に資格を喪失後、同年３月１日に同社において再度資格

を取得しており、同年１月から同年２月までの申立期間①の被保険者記

録が無い。 

しかし、申立期間①当時の複数の同僚の供述から、申立人が申立期間

①においてＡ株式会社に継続して勤務したことが推認される。 

また、申立人の申立期間①当時の複数の同僚は、申立人は自分達を含

む数人（同僚は、申立人を含む６人の名前を記憶）と一緒に社長からＥ

製品の勉強に行くよう指示されて、昭和 22 年の年明けから春先まで、

Ｉ地にあったＪ校へ研修に通ったと供述しているところ、申立人を含む

６人のうち、申立人を除く５人は、いずれも申立期間①において厚生年

金保険の記録が継続している上、申立期間①以後の昭和 22 年７月 10 日

まで被保険者記録が確認できる申立人を含む被保険者 180 人についてみ

ても申立期間①の記録が確認できないのは、申立人一人のみであった。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人は、申立期間①において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険

被保険者名簿における申立期間①直前の昭和 21 年 12 月の標準報酬月額

から、150 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、Ａ株式会社は昭和 39 年に解散しており、事業主は他界して

いることから、確認できないが、申立人の申立期間①に係る厚生年金保

険料の給与からの控除について確認することができないものの、事業主

から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難いことか

ら事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を

行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 22 年１

月から同年２月までの保険料について納付の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申

立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

 

２ 申立期間③について、申立人は、Ａ株式会社において昭和 24 年２月

15 日に被保険者資格を喪失しているところ、Ｂ株式会社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同姓同名、生年月日が

同一で資格取得日が同年１月１日、資格喪失日が同年４月１日の未統合

の被保険者記録が発見された。 

また、申立人は「昭和 27 年７月 14 日に退職するまでＡ株式会社に継

続して勤務しておりＢ株式会社に転勤したことはない。」と主張してお

り、申立期間③当時の同僚６人は「申立人は、申立期間③に自分達と一

緒にＡ株式会社に勤務していた。」と供述している上、Ａ株式会社に係

る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当該６人は申立期間③

に同社において記録が確認される。 

さらに、申立期間③当時の複数の同僚は、申立人が申立期間③にＡ株

式会社に継続して勤務しており、同社に「Ｋ」姓の勤務者は「申立人以

外には勤務していなかった。」旨を供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における未統

合の被保険者記録は、申立人の記録であると認められることから、事業

主は申立人がＢ株式会社において厚生年金保険被保険者の資格を昭和

24 年１月１日に取得し、同年４月１日に同資格を喪失した旨の届出を

社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ｂ株式会社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿における未統合の記録から 4,500 円とする

ことが妥当である。 

 

３ 申立期間②について、申立期間②当時の複数の同僚の供述から、申立

人がＡ株式会社に勤務していたことがうかがわれる｡ 

しかし、申立期間②当時の複数の同僚の供述によると、当該期間にお

いてＡ株式会社のＣ課に勤務していたとしている申立人を含む同僚５人

は、Ａ株式会社及びＨ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿によれば、昭和 22 年７月 10 日にＡ株式会社において被保険者資格を

喪失し、同年９月１日にＨ株式会社において被保険者資格を取得してお

り、両社の同名簿における健康保険の整理番号に欠番は無い。 

また、申立期間②について、当時の複数の同僚は「Ａ株式会社は、Ｇ

組織による閉鎖命令を受けて事業所が閉鎖され、同社では業務ができな

かったことから、申立人を含む社員全員が関連会社であるＨ株式会社等

に分散して業務を続けていた。」と供述している。 

さらに、Ａ株式会社は、昭和 39 年に解散し、事業主も他界している



                      

  

ことから、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の給与からの控除

について確認することができなかった。 

加えて、申立期間②当時、申立人と一緒にＣ課に勤務していた同僚４

人（３人は他界）のうち、一人は申立期間②当時のことを憶えていない。 

このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の給与からの控

除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5315 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た厚生年金保険の標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申

立期間の標準報酬月額を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年３月１日から 10 年３月 31 日まで 

    Ａ株式会社に勤務した期間のうち、平成８年３月１日から 10 年３月

31 日までの期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の給

与に見合う標準報酬月額と相違しているので、申立期間の標準報酬月

額を正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、平成８年３月から 10 年２月までは 59 万円と記録

されていた。 

しかし、同社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった平成 10

年３月 31 日以降の同年５月８日に、申立人の標準報酬月額の記録が遡っ

て 59 万円から９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間において同社の取締役であったことが商業登

記簿謄本から確認できるが、申立人は、Ｂ会社である同社において、現場

を統括し、営業、元請との折衝を担当していたと供述しているほか、同社

の経理事務を行っていた会計事務所の職員も、「同社は社会保険料を滞納

していた。社会保険関係の決定は社長が行っていたと思う。」と供述して

いる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理を

行う合理的な理由は無く、申立人の申立期間に係る標準報酬月額について、

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額から、59

万円に訂正することが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5316 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、Ａ株式会社Ｂ所（現在は、株式会社Ｃ）において、申立人が

主張する昭和 54 年４月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の

届出及び 55 年１月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当

時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 54 年４月から同

年９月までを 19 万円、同年 10 月から同年 12 月までを 20 万円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月１日から 55 年１月１日まで 

   私は、昭和 53 年４月にＡ株式会社に入社し、54 年４月１日に同社Ｄ

工場から同社Ｂ所に異動となり、同年 12 月末日に退職したが、Ｂ所に

おける厚生年金保険の加入記録が無い。 

Ｅ基金の加入月数は 21 月となっているので、申立期間について厚生

年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が申立期間にＡ株式会社に継続して勤務し

ていたことが認められる。 

一方、事業主が提出したＡ株式会社Ｆ工場の申立人に係る「健康保険厚

生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬月額決定通知書」におい

て、Ｆ工場が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった昭和 54 年４月１

日に申立人が資格取得していることが確認できるところ、日本年金機構Ｇ

事務センターの回答によると、Ａ株式会社Ｂ所は、同社Ｆ工場と同社Ｈ工

場が合併し、同日に厚生年金保険の適用事業所になっている上、上記「健

康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬月額決定通知

書」に記載された申立人を除く３人の被保険者は、オンライン記録におい

てそれぞれ、54 年２月 13 日、同年３月 15 日、同年３月 25 日に同社Ｆ工



                      

  

場において資格を取得し、同年４月１日に同工場で資格を喪失すると同時

に同社Ｂ所で資格を取得していることが確認できる。 

また、事業主が提出した申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格喪失確認通知書から、申立人がＡ株式会社Ｂ所において、昭和 55 年１

月１日に資格喪失していることが確認できる。 

さらに、Ｅ基金が提出した申立人に係る被保険者報酬月額算定基礎届及

び加入員資格喪失届から、同社Ｂ所において、昭和 54 年 10 月に定時決定

がされ、55 年１月１日に資格喪失していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、事業主がＡ株式会社Ｂ所にお

いて、昭和 54 年４月１日に被保険者資格を取得した旨の届出及び 55 年１

月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認めら

れる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｅ基金の記録により、昭和

54 年４月から同年９月までは 19 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 20

万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5318 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を平成６年６月は 36 万円に、同年７月から９年 11 月までは

30 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成６年６月１日から９年 12 月１日まで 

私は、元夫の経営していたＡ株式会社に平成４年から 17 年まで取締

役として勤務した。しかし、６年６月から９年 12 月までの標準報酬月

額は、８万円から９万 2,000 円と記録されているが、実際は 30 万円か

ら 36 万円の給料をもらっていた。社会保険事務所の職員や社長（元

夫）から、標準報酬月額を減額するという話は聞いていない。調査して、

記録を直してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初申立人が主張する平成６年６月は 36 万円、同年７月から９年 11 月まで

は 30 万円と記録されていたところ、同年 11 月 25 日付けで、６年６月１

日に遡って同年６月から同年９月までは８万円、同年 10 月から９年 11 月

までは９万 2,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

また、申立人は、「私は、取締役であり、会社に社会保険料の滞納があ

ることを知っていたが、社会保険事務所の職員からは、滞納社会保険料を

分割で返済していくことで了解されていた。標準報酬月額の減額の話は聞

いていなかった。」と供述しており、平成９年度の「滞納処分票」には事

業主のみが職員と対応していることが確認でき、事業主は、「社会保険事

務所の職員が来所し、年金の減額の話があった。（標準報酬月額の減額の

際）社会保険事務所の担当者に自分が印鑑を渡した。申立人は本当に知ら

なかったと思う。」と供述している。 



                      

  

これらの事実を総合的に判断すると、平成９年 11 月 25 日付けで行われ

た遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について６年６

月１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは

認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは

認められない。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た標準報酬月額の記録から、平成６年６月は 36 万円、同年７月から９

年 11 月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間①の標準報

酬月額を平成９年４月から 10 年１月までは 59 万円に訂正することが必要

である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社にお

ける資格喪失日に係る記録を平成 10 年３月１日に訂正し、申立期間②の

標準報酬月額に係る記録を 59 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年４月１日から 10 年２月 28 日まで 

                  ② 平成 10 年２月 28 日から同年３月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた平成９年４月から 10 年１月までの標準報

酬月額が、遡って 59 万円から 20 万円に引き下げられているので、訂正

前の標準報酬月額に戻してほしい。 

    また、今回提出したＡ株式会社の平成 10 年２月分の給与明細書では、

事業主により厚生年金保険料が控除されており（当該事業所の保険料控

除は当月払）、資格喪失日を 10 年３月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人のＡ株式会

社における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、59 万円と記録され

ていたところ、Ａ株式会社が、厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

た平成 10 年２月 28 日より後の同年３月２日付けで、20 万円に遡及し

て減額訂正処理されていることが確認できる。 

一方、申立人は、Ａ株式会社の商業登記簿謄本から平成７年６月に同



                      

  

事業所の取締役に重任されていることが確認できるが、申立人及び複数

の元同僚は、申立人は現場の作業責任者であり社会保険事務に関与して

いなかった旨の供述をしていることから、申立人は社会保険事務に関与

していなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、当

該処理を遡及して行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記

録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月

額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額のとおり、

59 万円と訂正することが必要と認められる。 

 

２ 申立期間②については、雇用保険の被保険者記録、申立人が保管する

平成 10 年２月分の給与明細書及び元同僚の供述により、申立人が申立

期間②に継続して勤務し、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主に

より控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額は、平成 10 年２月分の給与明細書

の保険料控除額から、59 万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録によると、Ａ株式会社は、平成 10 年２月 28 日

に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているが、その後も当該事業

所は、法人として雇用保険の適用事業所であったことから、申立期間②

において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たして

いたものと判断される。 

なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、事業主は既に他界しており確認できないが、Ａ

株式会社は、申立期間②において適用事業所でありながら社会保険事務

所に適用に係る届出を行っていなかったと認められることから、事業主

は、申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取得

日に係る記録を昭和 52 年２月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

８万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年２月 21 日から同年５月 21 日まで 

昭和 51 年４月１日にＢ株式会社（後のＣ株式会社）に入社以来、53

年 11 月１日にＤ株式会社に異動するまで、グループ企業間に継続して

勤務していたが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間が欠

落しているので、調査の上、この期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述により、申立人がＢ株式会社及び同社の関連会社に継続して

勤務し（昭和 52 年２月 21 日に関連会社の株式会社Ｅから関連会社のＡ株

式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 52 年５月に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、８万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



                      

  

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＤ院（現在は、Ｅ院）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 48 年９月 26 日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額に係る記録を４万 5,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年９月から同年 11 月 21 日まで 

私は、昭和 48 年９月 25 日に前の会社を退職後、同年９月から 59 年

６月 30 日までＤ院に開院当初から勤務していたが、申立期間の被保険

者記録が無い。同院の 48 年９月分及び同年 10 月分の給料明細では厚生

年金の保険料が控除されているので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＤ院に係る給与明細書等並びに申立期間当時の経理･社会保険

担当者及び複数の元同僚の供述により、申立人は、昭和 48 年９月から同

院に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、資格取得日については、申立人が昭和 48 年９月 25 日に直前の会

社を退職していること、及び元同僚Ａは「申立人は、Ｄ院に入職する前日

まで前の会社に勤務していたと聞いたことがある。」と供述し、元同僚Ｂ

及びＣは「申立人は、48 年９月＊日の開院日の少し後から入職してき

た。」と供述していることから、同年９月 26 日とすることが妥当である。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主



                      

  

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞ

れに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、昭和

48 年９月分及び同年 10 月分の給与明細書等で確認できる厚生年金保険料

控除額から、４万 5,000 円とすることが妥当である。 

一方、適用事業所名簿によれば、Ｄ院は、昭和 48 年 11 月 21 日に厚生

年金保険の適用事業所となっているが、事業主の回答及び元同僚Ｃの供述

により、適用事業所となる前から少なくとも被保険者は 26 人おり、申立

期間当時も事業主が提出した同院の開設届（同年９月＊日開設）により職

員が 18 人いたことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、Ｄ院は、

申立人の申立期間において適用事業所でありながら、社会保険事務所（当

時）に適用の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 48 年９月及び同年 10 月の保険料の納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5324 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①については、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標

準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額（62 万円）であったと認

められることから、申立期間①の標準報酬月額の記録を 62 万円に訂正す

ることが必要である。 

   申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、平

成 15 年４月から同年９月までを 19 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

   申立期間③については、申立人は、その主張する標準報酬月額（50 万

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立期間③の標準報酬月額に係る記録を 50 万円

に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13 年 10 月から 14 年３月まで 

             ② 平成 15 年４月から 16 年６月まで 

             ③ 平成 20 年７月及び同年８月 

ねんきん定期便で知ったが、Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）に勤

務していた当時の標準報酬月額が申立期間①については、62 万円が 15

万円に、申立期間②については、59 万円が 18 万円に、申立期間③につ

いては、50 万円が 20 万円に減額されている。 

調査の上、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

１ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人の申立期間

①の標準報酬月額は、当初申立人が主張する 62 万円と記録されていた

ところ、平成 14 年４月 17 日付けで、13 年 10 月１日に遡って 15 万円

に引き下げられていることが確認できる。 

   また、当該事業所の代表者及び当時勤務していた元同僚 17 人につい

ても、オンライン記録によると、申立人に係る訂正処理日と隣接する平

成 14 年４月 18 日付けで、13 年７月１日に遡って標準報酬月額が減額

訂正されている。 

   さらに、平成 22 年 11 月 15 日付けの年金事務所への回答文書におい

て、当該事業所の事業主は、「申立期間当時、経営が困窮しており、社

会保険料の滞納もあることから、前社長が標準報酬月額の減額変更をし

た。」と供述している。 

   これらを総合的に判断すると、平成 14 年４月 17 日付けで行った遡及

訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について 13 年 10 月

１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは

認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されてい

る申立人の申立期間①に係る標準報酬月額については、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た 62 万円に訂正することが必要と認められる。 

 

 ２ 申立期間②のうち、平成 15 年４月から同年９月までに係る標準報酬

月額については、申立人が提出した給与明細書及びＣ市役所から提供さ

れた「16 年度（15 年中所得）市民税・県民税課税状況」から、申立人

は、当該期間においてオンライン記録により確認できる標準報酬月額

（18 万円）超える標準報酬月額（19 万円）の支払を受け、報酬月額

（18 万円）より高い標準報酬月額（19 万円）に見合う厚生年金保険料

（１万 3,012 円）を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、18 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額の届出を行った

ことを認めており、事業主が 18 万円を報酬月額として社会保険事務所

に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれ



                      

  

ぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、申立期

間②のうち、平成 15 年 10 月から 16 年６月までの期間については、申

立人から提出のあった給与明細書上の保険料控除額に見合う標準報酬月

額は、申立人のオンライン記録における標準報酬月額と一致しているこ

とから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行

わない。 

 

 ３ 申立期間③については、事業主から提出された平成 20 年度の賃金台

帳及び申立人から提出された給与明細書から、申立人は、申立期間③に

おいて、その主張する標準報酬月額（50 万円）に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、被保険者報酬月額変更届（標準報酬月額 20 万円）を平成 20

年７月 25 日に社会保険事務所に届け出たことが確認でき、その結果、

社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額に係る記録を 24 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13 年 11 月１日から 14 年７月 31 日まで 

              ② 平成 14 年７月 31 日から 15 年５月 14 日まで 

    申立期間①については、ねんきん定期便を見たが、当該期間の標準報

酬月額がそれ以前と比べて随分低くなっており、不正な引下げ処理をさ

れたと考えられるので、正しい記録に訂正してほしい。 

    申立期間②については、私は、株式会社Ａに平成 13 年７月 13 日に入

社し、15 年５月 13 日に退職したが、社会保険事務所（当時）の記録で

は、14 年７月 31 日喪失となっている。当該申立期間も社会保険料を事

業主により給与から控除されていたので、調査の上、当該期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａ

における厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 13 年 11 月１日か

ら 14 年６月まで 24 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険

の適用事業所ではなくなった同年７月 31 日より後の同年８月８日付け

で、当該期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に減額されていることが確

認できる。 

また、当該事業所の事業主は、「申立期間①当時、当社が厚生年金保

険料を滞納していたため、厚生年金保険から脱退する届出を行った。」

としている。 

これらを総合的に判断すると社会保険事務所において、当該遡及訂正

処理を行う合理的理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があ



                      

  

ったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業

主が社会保険事務所に当初届け出た 24 万円に訂正することが必要であ

る。 

    

２ 申立期間②については、元同僚の供述及び申立人の雇用保険の加入記

録（平成 14 年 10 月 20 日離職）から、申立人が株式会社Ａに勤務して

いたことは推認できる。 

  しかしながら、オンライン記録によると、株式会社Ａは、平成 14 年

７月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時加入

していたほかの 37 人の従業員も全員同日付けで被保険者資格を喪失し

ている上、そのうち、20 人が同日に国民年金に加入していることが確

認できる。 

  また、元同僚から提出された平成 14 年９月分の給与明細書からは厚

生年金保険料及び健康保険料は事業主により給与から控除されていない

ことが確認できるほか、被保険者資格記録照会回答票の記録により、申

立人は、同年８月 12 日に健康保険証を返納していることとされている。 

  さらに、株式会社Ａの事業主は、「申立期間当時、保険料を滞納して

いたため、厚生年金保険から脱退し、健康保険のみ任意継続することに

し、従業員にその旨説明した。」としている。 

  このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料が控除されてい

たことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 5326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を、平成元年 12 月から２年 12

月までの期間は 32 万円、３年１月から同年３月までの期間は 30 万円、同

年４月から４年３月までの期間は 36 万円、同年４月から６年 10 月までの

期間は 38 万円、同年 11 月から７年８月までの期間は 32 万円、同年９月

は 34 万円、同年 10 月から８年６月までの期間は 32 万円、同年７月から

同年９月までの期間は 36 万円、同年 10 月から９年６月までの期間は 34

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12 月１日から９年７月１日まで 

    私の厚生年金保険被保険者記録は、Ｂ株式会社に勤務していた平成元

年 12 月から９年６月までの標準報酬月額の記録が実際の給与より著し

く低い。当時の給与に合わせて標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

申立期間のうち、平成８年９月から９年６月までの期間に係る標準報酬

月額については、当該事業所の従業員給料支給記録から、申立人の給料か

ら控除されていた厚生年金保険料（２万 9,725 円）に見合う標準報酬月額

は、８年９月は 36 万円、同年 10 月から９年６月までの期間は 34 万円で



                      

  

あったことが認められる。一方、オンライン記録で確認できる申立人の上

記期間の標準報酬月額は、15 万円となっていることから、同期間におい

て申立人の給料から控除された厚生年金保険料に見合う標準報酬月額はオ

ンライン記録よりも高額であったことが確認できる。 

また、申立期間のうち、当該事業所の従業員給料支給記録で確認できな

い平成元年 12 月から８年６月までの期間に係る標準報酬月額については、

申立人と同様に、当該事業所から「Ｃ社」に出向して勤務していた元同僚

Ａ氏の給料明細書によると、同氏の給与から控除された厚生年金保険料に

見合う標準報酬月額（元年 12 月から２年 12 月までの期間は 32 万円、３

年１月から同年３月までの期間は 30 万円、同年４月から４年３月までの

期間は 36 万円、同年４月から６年 10 月までの期間は 38 万円、同年 11 月

から７年８月までの期間は 32 万円、同年９月は 34 万円、同年 10 月から

８年６月までの期間は 32 万円）はオンライン記録の標準報酬月額よりも

高額であったことが確認できる上、元同僚Ａ氏に係るオンライン記録の標

準報酬月額が、上記の全期間において、申立人のオンライン記録と一致し

ていることから、当該期間に申立人の給料から控除された厚生年金保険料

は、元同僚Ａ氏と同額であったと推認できる。 

さらに、申立期間の保険料控除額のうち、元同僚Ａ氏の給料明細書で確

認できない平成８年７月及び同年８月の標準報酬月額については、申立人

の８年９月の従業員給料支給記録から、36 万円であったと推認できる。 

以上のことから、申立人の標準報酬月額については、平成元年 12 月か

ら２年 12 月までの期間を 32 万円、３年１月から同年３月までの期間を

30 万円、同年４月から４年３月までの期間を 36 万円、同年４月から６年

10 月までの期間を 38 万円、同年 11 月から７年８月までの期間を 32 万円、

同年９月を 34 万円、同年 10 月から８年６月までの期間を 32 万円、同年

７月から同年９月までの期間を 36 万円、同年 10 月から９年６月までの期

間を 34 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、従業員給料支給記録及び元同僚Ａ氏の給料明

細書において確認又は推認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準

報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されている標準報酬月額が申立

期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、給料明細書等

で確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出て

おらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 15 年６月及び同年７月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 15 年６月及び同年７月 

私は、平成 15 年６月頃にそれまで勤務していた会社を退職し、私の

国民年金の加入手続をするよう母に依頼した。母は、Ａ市役所でその手

続を行い、申立期間の国民年金保険料については、自宅に届いた納付書

を用いて、同市役所の国民年金窓口又は同市役所庁舎内設置の金融機関

で母が納付した。なお、もしかするとＢ銀行Ｃ支店又はＤ銀行Ｅ支店で

母が納付したかもしれない。申立期間が未加入となっていることに納得

できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 15 年６月頃にそれまで勤務していた会社を退職し、そ

の母がＡ市役所で申立人の国民年金の加入手続を行い、自宅に届いた納付

書を用いて、同市役所の国民年金窓口又は同市役所庁舎内設置の金融機関

で国民年金保険料を納付したとしている。しかしながら、国民年金保険料

の収納事務は、14 年４月以降は国が行っており、Ａ市役所によると、14

年４月以降、同市役所の国民年金窓口及び庁舎内設置の金融機関では保険

料の収納事務は行っていないとしていることから、Ａ市役所で申立期間の

保険料を納付したとする申立人の申述には齟齬
そ ご

がある。 

また、申立人は、平成 15 年７月頃にＤ銀行Ｅ支店又はＢ銀行Ｃ支店で、

納付書を用いて国民年金保険料を納付した可能性があるとしているが、Ｄ

銀行Ｅ支店では、その当時の資料、控え等が無く、同銀行窓口での収納状

況は不明であるとしており、また、Ｂ銀行Ｃ支店では当該保険料納付に該

当する記録は無いとしている。 

さらに、申立人は、申立期間当時、その両親のＢ銀行Ｃ支店の預金口座



 

  

から引き出された現金が、申立期間の国民年金保険料納付に充てられた可

能性があるとしているが、その両親のＢ銀行Ｃ支店の流動性預金取引明細

表において、平成 15 年６月から同年８月までの期間の現金の出金記録の

うち、申立期間の国民年金保険料額に一致する金額の出金記録は無く、ま

た、それに近い金額の現金の引き出しがあったが、それが申立期間の保険

料納付に充てられたと推認するまでには至らなかった。 

加えて、申立期間は未加入期間となっているところ、申立人が所持する

年金手帳には、申立期間の国民年金被保険者資格取得及び喪失に係る記録

は見当たらない上、オンライン記録の未加入期間国年適用勧奨記録による

と、勧奨事象発生年月日を平成 15 年６月 30 日とする国民年金の加入勧奨

が、17 年２月に行われていることが記録されていることから、申立期間

は 17 年２月時点において未加入であったと推認できる。 

このほか、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録

管理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光

学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号が導入されており、申立期間において記録漏

れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年９月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年９月 

        私は、平成元年９月 20 日にそれまで勤務していた会社を退職したの

で、妻と一緒にＡ市役所（現在は、Ｂ市役所）へ国民健康保険の加入手

続に行った。その際、窓口の担当者から国民年金にも加入するように言

われたため、私は国民年金の加入手続を、妻は国民年金被保険者資格の

変更手続を行い、その場で申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料を納

付した。妻の保険料は納付済みとなっているのに、私が未加入となって

いることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年９月 20 日にそれまで勤務していた会社を退職し、

その妻と一緒にＡ市役所で国民健康保険の加入手続に行った際、併せて申

立人は国民年金の加入手続を、その妻は国民年金被保険者資格の変更手続

を行い、その場で申立期間の夫婦二人分の国民年金保険料を納付したとし

ている。しかしながら、オンライン記録には、その妻の申立期間に係る国

民年金第３号被保険者資格喪失及び再取得の処理は２年 10 月８日に行わ

れたと記録されており、また、その妻の申立期間の保険料納付については、

申立人とその妻がその当時居住していたとするＡ市（現在は、Ｂ市）以外

の市町村において過年度納付を行った記録となっていることから、申立人

の申述には齟齬
そ ご

がある。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険記号番号が付番されており、

申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、申立期間の国民年金保

険料を納付することはできない期間である上、当委員会においてオンライ

ンの氏名検索等により調査したが、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出



 

  

された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年８月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年８月から 61 年３月まで 

    申立期間について、私は、昭和 59 年７月に２度目の職場を退職した

後、Ａ市役所で国民健康保険及び国民年金への再加入手続を行い、59

年８月から 60 年 10 月までの国民年金保険料はＢ郵便局Ｃ支店及びＤ銀

行Ｅ支店で納付していた。60 年 11 月に結婚後はＦ市に居住してＧ銀行

Ｈ支店（現在は、Ｉ銀行Ｊ支店）及びＤ銀行Ｋ支店で納付していた。 

申立期間が未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、昭和 59 年７月に２度目の職場を退職し

た後、Ａ市役所で国民健康保険及び国民年金への再加入手続を行い、59

年８月から 60 年 10 月までの国民年金保険料はＢ郵便局Ｃ支店及びＤ銀行

Ｅ支店で納付し、結婚後Ｆ市に居住した 60 年 11 月以降は、Ｇ銀行Ｈ支店

及びＤ銀行Ｋ支店で納付していたとしている。しかしながら、申立人が所

持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」に 57 年８月１日に国民年金

の資格を喪失し、その後 61 年４月１日に第３号被保険者の資格を取得し

たことが記載されており、これはオンライン記録と一致していることから、

申立期間は未加入期間であり、制度上保険料を納付できない期間である上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立期間はＡ市とＦ市の二つの行政機関にまたがっており、これ

らの二つの行政機関において誤りが続いたとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年１月から同年 10 月までの期間、59 年２月及び同年

３月の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年１月から同年 10 月まで 

             ② 昭和 59 年２月及び同年３月 

    私は、会社を退社した際は、年金手帳に明記されている被保険者の行

う届出手続等に基づき、年金加入が途切れないように、Ａ区役所Ｂ所

に行って必要な届出手続を行った。国民年金保険料の納付については、

年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄に記載されている「昭和

58 年１月１日」からの国民年金保険料を、納付期限ごとに同出張所へ

行って全て納付したはずである。申立期間①及び②が未納となってい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社を退社した際は、年金手帳に明記されている被保険者の

行う届出手続等に基づき、Ａ区役所Ｂ所に行って必要な届出手続を行い、

保険料の納付については、年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄に

記載された「昭和 58 年１月１日」からの国民年金保険料を、納付期限ご

とに同出張所へ行って全て納付したはずであるとしている。 

しかしながら、申立人は、Ａ区役所Ｂ所に行って国民年金の届出手続を

したとする時期や納付をしたとする国民年金保険料の金額等についての記

憶が明確でなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 63 年３月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間①及び②は時効により保険料を納付できない期間であ

る上、当委員会において、「払出簿」（紙台帳）について、申立期間①及



 

  

び②を含む 58 年１月から 59 年３月までの期間についての閲覧調査や、オ

ンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出された形跡は見当たらない。 

   さらに、申立人は、年金手帳の「初めて被保険者となった日」欄に記載

された「昭和 58 年１月１日」からの保険料を納付したと主張しているが、

この「初めて被保険者となった日」は、加入手続時期及び保険料の納付の

始期にかかわらず、強制加入の初日まで遡及して記載されることから、保

険料納付の始期を示すものではない。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4136 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年 10 月から 55 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年 10 月から 55 年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 51 年頃、母がＡ市役所で国民年金の加入手続

をしてくれた。私はアルバイト等で得た収入のうち、いくらかを家計に

入れていたので、母はその中から国民年金保険料を納付してくれていた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 51 年頃、その母がＡ市役所で国民年金の

加入手続をし、国民年金保険料も納付してくれていたとしているが、申立

人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとするその母は既に他

界しており、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与

していないことから、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 55 年４月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、51 年 10 月から 52 年 12 月までの期間は時効により保険料を納

付できない期間又は第３回特例納付制度により納付できる期間であり、53

年１月から 55 年３月までの期間は遡って保険料を納付する期間であるが、

申立人は、その母が遡って保険料を納付したか又は特例納付をしたかどう

かは不明であるとしている上、当委員会においてオンラインの氏名検索等

により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

加えて、申立人は、申立人の所持する年金手帳の「初めて被保険者とな

った日」が「昭和 51 年 10 月８日」と記載されていることをもって、当該

日に国民年金の加入手続を行ったとしているが、この「初めて被保険者と

なった日」は、加入手続時期にかかわらず、強制加入期間の初日を遡及し

て記載するものであることから、加入日を特定するものではない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年 12 月から 62 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年 12 月から 62 年５月まで 

私は、申立期間中は失業しており、Ａ区役所で国民年金の加入手続を

行った。申立期間の国民年金保険料は、夫婦一緒に納付しているはずで

あり、申立期間中、妻は加入となっている。 

申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料は、夫婦一緒に納付しているとしているが、申立人

は国民年金の加入手続及び保険料納付に関する記憶が明確でなくこれらの

状況が不明である。 

また、申立人が夫婦一緒に納付していたはずであるとしているその妻も、

申立期間が未納となっている。 

さらに、申立人が所持する年金手帳には国民年金に加入した旨の記載が

無く、申立人の基礎年金番号は、厚生年金保険記号番号が付番されている

ことから、申立期間はオンライン記録のとおり国民年金の未加入期間と推

認され、制度上申立期間の保険料を納付することはできない期間である上、

当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に国

民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年７月から 38 年７月までの期間及び同年８月から 47

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年７月から 38 年７月まで 

             ② 昭和 38 年８月から 47 年３月まで 

申立期間①については、昭和 38 年７月頃にＡ区からＢ市に転居した

際にＢ市役所で国民年金の加入手続をして保険料を納付した。 

申立期間②については、Ｂ市役所で納付したはずである。 

申立期間①及び②が未加入及び未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 38 年７月頃にＡ区からＢ市に

転居した際にＢ市役所で国民年金の加入手続をして保険料を納付したと

申述しているが、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っ

たとするその両親は既に他界しており、申立人は、国民年金の加入手続

及び保険料の納付に関与していないことから、これらの状況が不明であ

る。 

また、申立人は、昭和 35 年 10 月１日に国民年金被保険者の資格を取

得していることが確認でき、申立期間①は申立人の夫は厚生年金保険の

被保険者となっており、その被扶養配偶者である申立人は、国民年金に

は任意加入であるところ、申立人が所持する国民年金手帳によると、申

立人は、37 年７月６日に国民年金の資格を喪失し 38 年８月 11 日に再

取得したことが記載されており、この記録はオンライン記録と一致して

いることから、申立期間①は国民年金の未加入期間であり、制度上保険

料を納付できない期間である。 

 



 

  

２ 申立期間②について、申立人は、Ｂ市役所で国民年金保険料を納付し

たはずであると申述しているが、申立人の国民年金の再加入時期、保険

料の納付方法、納付時期、納付金額及び納付期間に関する記憶が明確で

はなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料を遡って納付した記憶

は無いと申述しており、当委員会においてオンラインの氏名検索等によ

り調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

も見当たらない。 

さらに、申立期間②は 105 か月と長期間であり、同じＢ市において、

長期間にわたり国民年金の記録管理に誤りが続いたとは考え難い。 

 

３ 申立人が申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年８月及び同年９月 

私が平成 11 年７月 31 日に会社を退職する際、会社の総務課から自分

で国民年金の手続をするように言われたので、同時期に同じ会社を退職

した同僚（現在の夫）と一緒にＡ市役所のＢ所で国民年金の加入手続を

して保険料を納付した。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、平成 11 年７月 31 日に会社を退職する際、

会社の総務課から自分で国民年金の手続をするように言われたので、同時

期に退職した同僚（現在の夫）と一緒にＡ市役所のＢ所で国民年金の加入

手続をして保険料を納付したと申述しているが、申立人の国民年金の加入

時期、国民年金保険料の納付時期、納付金額等に関する記憶が明確でなく、

これらの状況が不明である。 

   また、申立人が所持する年金手帳には「被保険者となった日」が「平成

12 年３月 16 日」と記載されている上、オンライン記録によると、14 年１

月 18 日付けで、11 年８月１日に国民年金の資格を取得した記録と、同年

10 月１日に資格を喪失した記録が追加訂正されていることから、当該訂

正がされる前は、申立期間は未加入期間であり、制度上保険料を納付でき

ない期間である。 

   さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記



 

  

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年４月から 11 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月から 11 年６月まで 

平成６年４月に勤務していた高校を辞めた後Ａ市役所で国民健康保険

と国民年金の加入手続を一緒に行い、納付書が送られてきたので保険料

は市役所や銀行などで納付した。 

その後申立期間中に２回海外留学をしたため、その都度転出入届と国

民年金の加入手続を市役所で行った。海外滞在中は両親に納付書を預け

保険料も納付してもらった。その時の国民年金手帳は平成 11 年７月に

就職した際会社に提出したままになっており、今は持っていない。申立

期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成６年４月に勤務していた高校を辞めた後Ａ市役所で国民

健康保険と国民年金の加入手続を行い、納付書が送られてきたので市役所

や銀行などで保険料を納付したと主張しているが、加入手続や納付状況に

ついての記憶が曖昧である。 

また、申立人の基礎年金番号は、申立人が平成 11 年７月に就職した会

社において付番されており、申立期間当時に国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は無い上、申立人は、国民年金被保険者資格を 11 年８月に

取得していることが申立人の所持する年金手帳から確認できることから、

申立期間は未加入期間であり制度上国民年金保険料は納付できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



 

  

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4143 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成６年３月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年３月から同年６月まで 

   私は、ねんきん特別便で未加入期間があることが分かった。申立期間

後に厚生年金保険に加入しているが、申立期間当時の厚生年金保険への

加入は、国民年金保険料の未納期間があると加入できなかった。未加入

期間の保険料は、Ａ市役所で納付した。申立期間が未加入となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金被保険者資格については、オンライン記録において、

平成２年８月１日に国民年金被保険者資格が喪失されていることが確認で

きること、及びＡ市の国民年金被保険者名簿の転入・転出先、年月日の欄

に「Ｈ2.8.1 喪失」と記載されており、同年８月１日に資格喪失届出を行

ったと確認できることから、当該時点から申立人が 12 年７月の国民年金

保険料を納付した同年８月 31 日まで未加入期間として引き続いていたも

のと推認でき、その時点では申立期間の保険料は時効により納付できず、

申立期間が未加入期間であるため、制度上も納付できない。 

   また、申立人は、厚生年金保険被保険者になるためには、国民年金保険

料の納付が条件であったので、申立期間の保険料は納付したと主張してい

るが、制度上厚生年金保険の加入に当たっては、国民年金保険料の納付は

加入条件とされておらず、申立期間後の申立人の勤務先においても、国民

年金保険料の納付を厚生年金保険の加入の条件であるとの説明をしていな

いとしており、申立人の主張は当時の事務取扱いと符合しないなど、申立

人が申立期間当時国民年金の加入手続を行った事情をうかがうことができ

ない。 



 

  

   さらに、口頭意見陳述においても、国民年金の加入及び国民年金保険料

の納付状況等について、当初の申立て以上に具体的な申述が得られなかっ

た。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

   



 

  

埼玉国民年金 事案 4144 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年１月から 51 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年１月から 51 年７月まで 

私は、国民年金についての知識が無く、昭和 49 年１月に会社を退職

した後もそのままにしていた。51 年＊月の出産時に年金に詳しい義父

から継続して保険料を納付しておかないと年を取ってから困るから掛け

るように言われたので、夫が継続となるよう保険料を納付してくれた。 

今回、ねんきん特別便で未加入期間であることが分かった。保険料は

夫が納付してくれたので、申立期間が未加入となっていることに納得で

きない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金任意加入被保険者資格を昭和 51 年８月 13 日に取得

していること、申立人も 51 年＊月の出産時に未加入期間であることが分

かって国民年金の加入手続をしたとしていることから、当該時点で国民年

金の任意加入者として加入手続を行ったものと推認でき、国民年金の加入

手続をした時点において、申立期間は未加入期間であるため、国民年金保

険料を制度上納付することはできない。 

   また、申立人及び申立人の夫は、国民年金保険料の納付について、Ａ市

かＢ市の国民年金の担当の窓口で納付したと主張しているが、保険料の納

付場所を特定できず、納付書の形式、保険料の納付時期を覚えていないな

ど、保険料の納付状況が曖昧である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4145 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年１月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年１月から 60 年３月まで 

  私が 20 歳の頃の国民年金は、任意加入だったので加入していなかっ

た。結婚して国民年金が義務化されることを知り、しかも遡って国民年

金保険料を納付することが可能だと市の職員から教えられたので、将来

のことを考えて、しばらくの間は過去の保険料と現年度の保険料を納付

した。申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ市の国民年金被保険者名簿から、

昭和 62 年５月 19 日に払い出されたものと確認でき、当該時点で申立期間

の保険料は時効により納付できない。 

   また、申立人は、昭和 58 年頃、国民年金の加入手続をし、しばらくの

間は過去と現在の両方の国民年金保険料を納付してきたと主張しているが、

申立人は申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された後の 62 年６月１

日以降にその時点で過年度納付となる 60 年４月から 62 年３月までについ

て３か月分ずつの保険料を順次納付してきており、これは、申立人がしば

らくの間、過去と現在の保険料を納付してきたとする主張に符合すること

から、申立人は、62 年５月 19 日の国民年金の加入手続を申立期間当時に

行ったものと混同していると考えられる。 

   さらに、申立人の夫の国民年金手帳記号番号は、申立人と同日に連番で

払い出されており、申立人の夫は、申立期間中は厚生年金保険加入期間を

除き国民年金に未加入及び保険料未納期間となっている。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4146 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 19 年４月から 20 年３月までの国民年金保険料については、

学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 61 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年４月から 20 年３月まで 

私の父が、平成 19 年３月 18 日に国民年金推進員（以下「推進員」と

いう。）が来訪した時に学生納付特例は継続できると聞き、継続の手続

をお願いしたので、申立期間は学生納付特例の手続は済んでいるものと

認識していたが、後日父がＡ年金事務所で確認したところ、推進員の記

録には父と面会した記録は無く、学生納付特例の手続はしていないこと

になっていた。父は推進員が来た日は日曜日だったので在宅しており、

推進員に学生納付特例の継続手続を依頼したことを記憶している。申立

期間が学生納付特例期間となっていないことに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間前後の平成 18 年度及び 20 年度の学生納付特例期間に

ついて、申立人の学生納付特例申請書において、18 年度は平成 19 年１月

９日に推進員が戸別訪問した後の同年２月９日の申請に対し同年３月 19

日に承認され、20 年度は 20 年９月 11 日の電話による勧奨の後の同年 12

月５日の申請に対し 21 年２月９日に承認されていることが確認できるが、

推進員に継続を依頼した申立人の父は 19 年３月 18 日に学生納付特例申請

書をもらっていないとしており、19 年度の納付についても 19 年６月から

20 年２月４日まで７回の戸別訪問及び電話勧奨がされているなど、申立

期間の学生納付特例の申請を行った事情が見当たらない。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例より納付猶予

されていたことを示す関連資料は無く、ほかに保険料が納付猶予されてい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



 

  

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納

付猶予されていたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4147 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12 年９月から 13 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年９月から 13 年３月まで 

  勤めていた会社の厚生年金保険に加入する時に、国民年金の未納があ

ると厚生年金保険に加入できないと言われてＡ市役所の国民年金窓口で

申立期間を一括で納付したと思う。申立期間の保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料納付について、市役所の国民年金

窓口で未納分を現金で納付したはずとするのみで、納付した時期や納付し

た保険料額を覚えおらず、申立期間に近い平成 10 年３月から 12 年２月ま

での分を 12 年３月に納付しているが、この納付についても覚えていない

など、申立人の保険料納付に関する記憶は曖昧である。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したこと示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4148 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年４月から平成元年７月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

                           

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から平成元年７月まで 

ねんきん定期便をみて申立期間が第３号被保険者となっているのに気

付いた。平成元年８月に厚生年金保険に加入するまで、市役所から送付

されてきた納付書によって国民年金保険料を納付していた｡申立期間の

保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成元年８月に厚生年金保険に加入するまで、市役所から送

付されてきた納付書によって国民年金保険料を納付していたとしているが、

申立人の第３号被保険者資格の喪失処理が２年９月 17 日に処理されてい

ることがオンライン記録において確認できること、及びＡ市の納付記録に

おいて２年７月まで申立人は第３号被保険者として管理されていることが

確認できることから、申立人が国民年金から厚生年金保険への種別変更を

行ったのは２年９月頃であり、申立人が主張するように納付書が送られて

きたのであれば種別変更が行われた２年９月まで送付されることになり、

元年７月まで納付書が送られてきたとする主張は不自然である。 

また、Ｂ組合は組合が取りまとめて、第３号被保険者に代わり各地方自

治体に第３号被保険者の届出を行ったとしていることから、申立人の第３

号被保険者への移行手続は昭和 61 年４月頃に行われたと考えられること、

及びＡ市の国民年金被保険者名簿により申立人が第３号被保険者資格を

61 年４月１日に取得していることが確認できることから、Ａ市では 61 年

４月から申立人を第３号被保険者として管理しており、納付書を交付する

ことはない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家



 

  

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4149 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年９月から 38 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年９月から 38 年５月まで 

私は昭和 40 年９月頃Ａ区の職員から国民年金の加入を再三勧められ

たので、加入手続をしてＢ金庫Ｃ支店で約束手形を割り引いて現金にし

て、同金庫の窓口で備付けの公共料金振込用紙を利用し１年間の保険料

を２回に分けて納付した。 

申立期間が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年９月頃Ａ区の職員から国民年金の加入を再三勧め

られ、加入手続をして保険料を納付したとしているが、申立人の国民年金

手帳記号番号はＤ社会保険事務所（当時）の国民年金手帳記号番号払出簿

から、50 年７月に払い出されていることが確認でき、申立人の主張とは

異なっている上、申立人は、具体的な加入手続を覚えておらず、加入手続

の状況が不明である。 

また、申立人が遡って申立期間の国民年金保険料を納付したとする昭和

40 年 10 月頃に特例納付は行われていない上、その時点からすると申立期

間は時効により保険料を納付できず、申立人が申立期間の保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、Ｄ社会保険事務所の特例納付者リストにおいて、申立人の昭和

37 年６月から同年８月までの保険料が第２回特例納付により納付されて

いることが確認でき、この保険料は申立人の国民年金手帳記号番号が払い

出された 50 年７月以降に特例納付されたものと認められる。しかしなが

ら、申立人は、50 年７月頃の加入手続や保険料納付には直接関与してお



 

  

らず、加入手続及び保険料納付をしていたとする申立人の妻は既に他界し

ており、加入手続及び保険料納付状況は不明であり、37 年６月から同年

８月までの特例納付に続いて申立期間が納付されたことをうかがわせる事

情は見当たらなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4150 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年２月から 43 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年２月から 43 年５月まで 

    私は国民年金と国民健康保険を一緒にして強制的に加入させられた。

その後集金人が自宅に来たので国民年金の保険料を納めていた。 

私は今まで税金関係の滞納は一度もしたことが無く、申立期間が未納

になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料を自宅に来た集金人に納付したと

しているが、申立人の所持する国民年金手帳の国民年金印紙検認欄の昭和

41 年７月から 43 年５月までに検認印が押されていないことが確認できる

ことから、申立期間の保険料は納付されなかったと推認できる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 41 年６月に夫婦連番で払

い出され、同年７月＊日に申立人の夫が設立した会社が厚生年金保険適用

事業所となったことに伴い、申立人及びその夫は国民年金被保険者資格を

喪失し、その後の 43 年６月に国民年金被保険者資格を再取得しているこ

とが、Ａ市（現在は、Ｂ市）の国民年金被保険者名簿において確認できる

上、申立人の所持する国民年金手帳を見ても昭和 41 年度の国民年金印紙

検認台紙の割印が 41 年 10 月付けであり、43 年４月及び同年５月の検認

記録欄に「印紙不用」のゴム印が押されていることから、申立期間は国民

年金に未加入期間であることが確認でき、当該期間は制度上保険料を納付

できないため、集金人は国民年金保険料を徴収することはない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4151 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 47 年３月まで 

私は 20 歳前に上京したが、私が 20 歳になるときに父が実家のＡ県で

国民年金の加入手続をしてくれ、父が姉の分と一緒に国民年金保険料を

納付していてくれたはずであり、自分だけ納めてないはずがない。 

また、年金手帳については、以前にもらったような気もするが引っ越

しを何回かしているため、現在は所持していない。申立期間が未納とな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年＊月頃、その父がＢ市役所(現在は、Ｃ市役所)で

国民年金の加入手続をし、保険料を納付してくれていたとしているが、申

立人の父は既に他界している上、申立人自身は申立期間の国民年金の加入

手続及び保険料の納付に関与しておらず、加入手続及び保険料の納付状況

が不明である。 

また、Ｂ市国民年金被保険者名簿及び社会保険事務所(当時)の被保険者

台帳管理簿において、昭和 46 年４月にＤ区へ転出していることが確認で

きることから、申立期間当時申立人の国民年金保険料はＤ区に納付する必

要があり、Ｂ市に在住の申立人の父親が申立人の保険料を納付していたと

は考え難い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4152 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年３月から 56 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月から 56 年３月まで 

    私は、昭和 49 年３月に大学を卒業後就職し厚生年金保険に加入した。

その会社を退職した時に元妻が国民年金の加入手続を行ったと聞いて

いる。国民年金保険料の納付についても、元妻が定期的に納付してい

たと記憶している。申立期間の保険料が未納となっていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54 年３月頃申立人の元妻が国民年金の加入手続をし、

その後国民年金保険料もその元妻が定期的に納付していたとしているが、

申立人は申立期間の国民年金の加入手続、保険料の納付に関与しておらず、

国民年金の加入手続及び保険料の納付をしてくれたとする申立人の元妻に

も当時の事情を聴取することができないため、国民年金の加入状況及び保

険料の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の手帳記号番号の払

出状況から平成３年 10 月頃に払い出されたと推認でき、払出時点からす

ると申立期間は時効により納付できない期間であり、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4153 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 17 年４月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年４月 

私は、平成 17 年４月に退職し、同年５月に就職した。再就職後何か

月かしたら私と妻に国民年金の支払の督促が来た。意味が分からないま

ま放置していたが、督促が数回来たので親に聞いたところ、払った方が

良いと言われたので、私と妻の国民年金保険料をコンビニへ納付に行っ

た。妻の分が納付になっているのに自分の分が未加入となっていること

に納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をその妻の分と一緒にコンビニエ

ンスストアで納付したとしているが、申立人は、国民年金の加入手続につ

いて記憶が無いとしており、保険料納付についても、その妻の分と一緒に

納付したとしているのみで納付状況が不明である上、申立人が申立期間の

国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   また、平成 14 年４月からは保険料収納事務が国に一元化され、電算に

よる納付書作成や収納機関からの納付通知の電子的実施等、事務処理の機

械化が一層進み、記録漏れや記録誤り等を生じる可能性は極めて低くなっ

ていることが考えられることから、事務処理に不手際が生じたとは考え難

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4154 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年２月から 46 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年２月から 46 年６月まで 

    60 歳の時に市役所で自分の年金記録を照会したところ、Ａ地に出て

くるまでの期間が未納となっていると言われた。母から姉弟分の国民年

金保険料を払っていたと聞いていた記憶があり、姉達に聞いても母親が

払ってくれていたはずと言われたので、申立期間が未納となっているこ

とに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、実家のあったＢ町（現在は、Ｃ市）でその母が国民年金の加

入手続をして、Ａ地に出てくるまでの期間、国民年金保険料も納付してく

れていたはずとしているが、その母は既に他界しており、加入状況及び保

険料納付状況については不明である上、申立期間の保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の国民年金手帳記号

番号払出状況から昭和 47 年６月頃にＤ区において払い出されたと推認で

き、払出時点では申立期間の大部分は時効により納付できない期間であり、

Ｂ町において、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

うかがわれない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4155 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年３月から 43 年６月までの期間、43 年 11 月、45 年２

月、45 年６月から 46 年３月までの期間及び 47 年１月の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月から 43 年６月まで 

             ② 昭和 43 年 11 月 

             ③ 昭和 45 年２月 

             ④ 昭和 45 年６月から 46 年３月まで 

             ⑤ 昭和 47 年１月 

    私が 20 歳の頃、母がＡ区役所Ｂ支所で国民年金の加入手続をしてく

れた。保険料は自分で持ちなさいと言われ、私がお金を母に渡して母が

Ｂ支所へ納付しに行っていたように思う。結婚する時に定かではないが

緑色のような手帳をもらったような記憶もあるが、今は所持していない。

申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から⑤までについて、20 歳の頃その母がＡ区役

所Ｂ支所で国民年金の加入手続をし、国民年金保険料はその母にお金を渡

し、同支所へ納付しに行ってもらっていたように思うとしているが、その

母は既に他界しており、加入手続及び保険料納付状況は不明である上、申

立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の手帳記号番号の払

出状況から、昭和 46 年６月頃払い出されたと推認でき、この払出時点で



 

  

は申立期間①及び②については時効により保険料を納付できない期間であ

り、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれ

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4158 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年４月から 48 年３月まで 

    私が結婚した昭和 40 年５月頃、義理の両親から国民年金の加入を勧

められた。私も老後のことを考えた末、義父に私の国民年金の加入手続

をしてもらった。国民年金保険料については、主に義母が集金に訪れた

50 歳前後の女性に家族の保険料をまとめて納付していた。申立期間の

保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が結婚した昭和 40 年５月頃、その義父が申立人の国

民年金の加入手続を行い、保険料の納付については、主にその義母が集金

に訪れた女性に家族の分をまとめて納付していたとしているが、申立人の

国民年金の加入手続、保険料の納付を行ったとするその義理の両親は既に

他界しており、申立人自身は国民年金の加入、保険料の納付に関与してお

らず、これらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 48 年 12 月頃に払い出されたと推認され、当該

時点では、40 年４月から 46 年９月までは時効により保険料を納付できな

い期間であるとともに、同年 10 月から 48 年３月までは遡って保険料を納

付する期間であるが、上記のとおり申立人の国民年金保険料の納付状況が

不明である上、当委員会において、オンライン記録による氏名検索等によ

り調査したが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たら

ない。 

さらに、申立人は、その義母が家族全員分の国民年金保険料をまとめて

納付していたとしているが、Ａ市（現在は、Ｂ市）の国民年金保険料検認



 

  

リストから、申立人が納付を開始した昭和 48 年度の保険料は、昭和 49 年

２月 19 日に一括で納付されていることが確認できる一方、同検認リスト

から、同年度のその義母及びその夫の保険料は、48 年４月 16 日に前納さ

れていることが確認できることから、申立人とその義母及びその夫とは納

付日が異なり、申立人の申述とは相違する。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4159 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年４月から 54 年３月までの期間及び 55 年４月から 58

年３月までの期間に係る死亡一時金については、支給されていないものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月から 54 年３月まで 

② 昭和 55 年４月から 58 年３月まで 

昭和 60 年４月に夫が他界したが、申立期間に係る国民年金の死亡一

時金については、請求したこともなければ、お金が支給されたこともな

いので、調査してほしい。なお、Ａ市役所の職員等から 60 年＊月＊日

に死亡一時金の決定をしたと説明を受けたが、夫が他界したのは 60 年

＊月＊日であり、死亡する前に死亡一時金の請求をするはずはない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立期間に係る死亡一時

金の支給を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の死亡一時金について、請求をした

こともなければ、お金が支給されたこともなく、Ａ市役所の職員等から昭

和 60 年＊月＊日に死亡一時金の決定をしたと説明を受けたが、申立人の

夫が他界したのは 60 年＊月＊日であり、死亡する前に死亡一時金の請求

をするはずはないとしている。しかしながら、オンライン記録では、死亡

一時金に関し「ｹｯﾃｲ.60.4.＊.\23,000.ｾｲｷｭｳ.Ｂ氏.ﾂﾏ」と記載されている

ことが確認できることから、申立人が死亡した日は、60 年＊月＊日であ

るにもかかわらず、死亡一時金の決定が 60 年＊月＊日と記録されている

ことについては、Ａ市ではこの理由は不明としていることから明らかでな

いが、申立人が死亡一時金を請求しないにもかかわらずオンライン記録に

このような記載があることは考え難い。 



 

  

また、昭和 60 年頃の死亡一時金の額は、納付期間が３年以上 20 年未満

は２万 3,000 円であり、オンライン記録の額と一致している。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人の死亡に伴う死亡一時金が支給されていないものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年５月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年５月から 52 年３月まで 

    私は、昭和 50 年５月頃Ａ区役所Ｂ所で国民年金の加入手続をした。 

後日、Ａ区役所から保険料納付のはがきが届いたので、私の 20 歳か

らの分と前妻の 20 歳からの２か月分くらいの保険料をまとめて同出張

所で納付し、支払った金額は７万円くらいだった。申立期間の保険料が

未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年５月頃Ａ区役所Ｂ所で国民年金の加入手続をし、

後日同区役所から保険料納付のはがきが届いたので、申立人の 20 歳から

の保険料とその前妻の 20 歳からの２か月分くらいの保険料の合計７万円

くらいをまとめて同出張所で納付したとしている。しかしながら、申立人

の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期

から、54 年６月頃に払い出されたと推認され、その時点では、申立期間

は時効により保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオン

ラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらない。 

   また、申立人は、納付した保険料は７万円くらいであるとしているが、

申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される昭和 54 年６

月から遡って納付できる 52 年４月までの保険料額は６万 8,700 円、その

前妻が 20 歳に到達した 52 年＊月から同年＊月までの２か月分の保険料額

は 4,400 円であり、その合計額は７万 3,100 円と申立人の申述する金額と

おおむね一致することから、申立人はこの保険料納付と混同している可能

性も否定できない。 



 

  

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年３月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年３月から 57 年３月まで 

    私は、結婚した昭和 56 年９月又は同年 10 月頃に私の妻がＡ町役場

（現在は、Ｂ市役所Ｃ支所）で国民年金の加入手続をし、保険料も私の

妻がＡ町役場で遡って６万数千円くらいを納付した。申立期間の保険料

が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚した昭和 56 年９月又は同年 10 月頃に申立人の妻がＡ町

役場で国民年金の加入手続をし、保険料もその妻がＡ町役場で遡って６万

数千円納付したとしている。しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番

号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、57 年 12 月頃に

払い出されたと推認され、その時点では、申立期間のうち 55 年３月から

同年９月までの期間は時効により納付できない期間であり、同年 10 月か

ら 57 年３月までの期間は遡って納付する期間であるが、この期間の国民

年金保険料を過年度納付した場合の保険料額は７万 6,620 円であり申立人

の申述と相違する上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調

査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらない。 

 また、申立人に係るＡ町国民年金被保険者名簿の検認記録欄に、昭和

57 年４月から 58 年３月までの各月欄に「58.1.7」のゴム印が押されてお

り、摘要欄には「57 年４月より納付書発行」と記載されていることが確

認できることから、申立人に対する納付書は 57 年４月から発行され、申

立人は 57 年４月から 58 年３月までの保険料を同年１月７日に一括して納

付したものと推認されるところ、この間の国民年金保険料額は６万 2,640



 

  

円であり申立人の申述する６万数千円の保険料額とほぼ一致しており、申

立人は、申立期間とこの保険料納付期間を混同している可能性も否定でき

ない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4164 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年３月から６年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年３月から６年８月まで 

    平成５年に会社を退職した後学生になったため、私の母がＡ市役所で

私の国民年金の加入手続を行った。母は、同市役所職員から、「学生は

任意加入だ。」と言われ保険料が免除されると思っていたので納付しな

いでいたところ、免除されなかったことから、後日未納となっていた期

間の保険料 32 万円前後を母が同市役所窓口でまとめて納付した。申立

期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成５年に会社を退職した後学生になったため、その母がＡ

市役所で国民年金の加入手続を行い、後日未納となっていた期間の保険料

32 万円前後をその母が同市役所窓口でまとめて納付したとしている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の

被保険者の資格取得時期から、平成８年９月又は同年 10 月頃払い出され

たものと推認され、当該時点では、申立期間のうち、５年３月から６年７

月までの期間は時効により保険料を納付できない期間であり、当委員会に

おいてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金

手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

また、申立人の母は、平成８年頃同市役所窓口で未納となっていた期間

の保険料 32 万円くらいの金額を納付したとしているところ、オンライン

記録によると、申立人は、８年 10 月から９年 12 月までの間に５回に分け

て過年度分の保険料の納付を行っており、当該期間に納付した保険料総額

は、32 万 8,800 円となり、その母が納付したとする金額 32 万円とほぼ一

致していることから、申立人は、この保険料納付と申立期間を混同してい



 

  

る可能性も否定できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年 12 月から 50 年６月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 12 月から 50 年６月まで 

私は、昭和 50 年７月にＡ区役所で国民年金の加入手続をした。受付

の職員の方が、同年 12 月までであれば特例として 20 歳まで遡って納付

することができると言われたので､１か月分の保険料 2,200 円を 20 歳ま

で遡って 79 か月分、17 万 3,800 円を一括して納付した。紛失したもの

の領収書も受け取ったので、申立期間の保険料が未納になっていること

は納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年７月にＡ区役所で国民年金の加入手続をした際、

受付の職員が、同年 12 月までであれば特例納付により 20 歳まで遡って納

付することができると言われたので､１か月分の保険料 2,200 円を 20 歳ま

で遡って 79 か月分、17 万 3,800 円を一括して納付したとしている。しか

しながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から、52 年９月頃払い出されたと推認されるところ、

第２回特例納付の実施時期は 49 年１月から 50 年 12 月までであり、払出

時期は第２回特例納付の実施時期に該当しない。 

また、申立人は、１か月当たりの保険料 2,200 円、79 か月分 17 万

3,800 円を特例納付により納付したとしているが、第２回特例納付の１か

月当たりの保険料は 900 円、その 79 か月分の金額は７万 1,100 円であり、

申立人の申述と相違する。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4166（事案 3795 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年１月から 49 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年１月から 49 年 12 月まで 

私が 20 歳になった昭和 45 年＊月に、同居していた叔母が私の国民年

金の加入手続を行ってくれた。国民年金保険料については、生活費とし

て１か月ごとに５万円から６万円を叔母に渡し、叔母はその中から叔母

の保険料とともに私の保険料を納付してくれていた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を

行ったとするその叔母は既に他界していることから、これらの状況が不明

であること、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたと推認される

昭和 50 年１月から同年２月までの時点では、申立期間の大部分は時効に

より保険料を納付できない期間であること、Ａ市の国民年金被保険者名簿

の 49 年４月から同年 12 月までの欄には｢拒否｣と記載されていることから、

50 年１月分から納付が開始されたと考えられること、申立人が申立期間

の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない

ことなどから、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年 11 月４日付け年金

記録の訂正は必要でないとする旨の通知が行われている。 

今回の申立てについて、申立人は新たな証拠等は無いとしているところ、

当委員会は、申立人が主張している申立期間における国民年金加入状況及

び保険料納付状況を改めて調査したが、委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情も見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年１月及び同年２月の国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。また、申立人の 14 年４月から

18 年６月までの国民年金保険料については、免除されていたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 13 年１月及び同年２月 

           ② 平成 14 年４月から 18 年６月まで 

申立期間①について、私は、平成 13 年４月に国民年金保険料の免除

申請手続をするまでの保険料は全て納付しており、当該期間が未納にな

っていることに納得できない。 

申立期間②について、私は、区役所に勧められ平成 13 年４月に全額

免除の申請をした際、区役所の職員から、翌年度以降は継続して免除と

なると言われ、毎年手続をすることは無かったが、継続のハガキが届い

ていたことから、申立期間②は全額免除となっていたはずである。当該

期間が未納期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、平成 13 年４月に国民年金保険料の免除の申請手続をする

までの保険料については、申立期間①の保険料も含め全て納付したと申

し立てている。しかしながら、申立人は、当該期間における保険料額、

納付方法、納付場所等の記憶が明確ではなく、保険料の納付状況が不明

である。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録

管理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の



 

  

光学式文字読取機（OCR）による入力等、事務処理の機械化が図られた

上、平成９年１月に基礎年金番号が導入されており、申立期間において

記録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えら

れる。 

 

２ 申立人は、区役所から勧められ平成 13 年４月に国民年金保険料の免

除の申請手続をした際、区役所の職員から、翌年度以降は継続して免除

となると言われたことから、毎年手続をすることは無かったが、継続の

ハガキも届いており、当該期間は全額免除になっているはずであるとし

ている。しかしながら、全額免除を承認された者が、翌年度以降引き続

いて全額免除の申請を希望することにより、翌年度以降改めて申請を行

わなくても継続して申請があったものとみなされる継続的免除申請方式

が導入されたのは 17 年７月であり、申立人が全額免除の申請を行った

13 年４月の時点では、毎年免除申請手続をする必要があり、Ａ区、Ｂ

区及びＣ市では申立期間②当時、申立人が述べているような取扱いはし

ていなかったとしている。 

また、申立人は、申立人自身が申立期間②の免除申請手続を行ったと

申述しているが、申立期間②中に申立人が免除申請手続をした形跡は見

当たらない。 

さらに、申立人が申立期間②について免除の承認を受けたこと、及び

免除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認

を受けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたと認

めることはできず、また、申立期間②の保険料の免除の承認を受けてい

たものと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5265（事案 2881 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険第４種被保険者として、第

４種厚生年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 36 年 12 月 13 日から 41 年５月 13 日まで 

昭和 36 年 12 月 13 日に株式会社Ａに係る厚生年金保険の資格を喪失

し、同日、厚生年金保険第４種に加入（任意加入）したのに、当該記録

が無くおかしい。 

当時、社会保険事務所（当時）から厚生年金保険第４種への加入（任

意加入）を勧める通知が届いたため、自営業者が加入しなければならな

い国民年金に加えて加入した。 

テレビでは紙台帳が存在していることを報道しており、紙台帳が必ず

あるはずなので、申立期間について、再度調査の上、厚生年金保険第４

種に加入（任意加入）していたことを認めてほしい。 

なお、昭和 50 年４月 21 日から 52 年８月１日まで厚生年金保険第４

種に加入（任意加入）したことになっているが、これは国民年金の再加

入の誤りである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、ⅰ）申立人は、申立期間に第４種厚生年金保険料

を納付したと主張しているが、当該保険料の納付を確認できる資料等を持

っていないこと、ⅱ）申立人が申立期間に厚生年金保険第４種に加入して

いたとするならば、制度上、昭和 50 年４月 21 日には厚生年金保険第４種

に加入することができないはずであるが、厚生年金保険被保険者原票にお

いても、50 年４月 21 日から 52 年８月１日までの厚生年金保険第４種被

保険者記録が確認できること等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

く平成 22 年４月８日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

 今回、申立人は、前回の主張に加え、平成 22 年 10 月８日のテレビ番組

で「紙台帳が存在している。」と発表されていたので、「申立期間の紙台



  

帳があるはずだ。」と新たに主張しているが、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険被保険者原票（紙台帳）は見当たらない上、日本年金機構は、

Ｂ年金事務所では厚生年金保険被保険者原票（紙台帳）の紛失・焼失事故

は発生しておらず、同原票は全てマイクロフィルム化し保存されていると

回答している。 

また、申立人は、「昭和 50 年４月の時点では、厚生年金保険の加入期

間は既に 20 年を満たしており、それ以後新たに厚生年金保険第４種に加

入することはできないはずであるから、オンライン記録において、50 年

４月 21 日から 52 年８月１日まで、厚生年金保険第４種に加入していると

されているのはおかしい。申立期間（53 か月）の厚生年金保険第４種被

保険者記録が、50 年４月 21 日から 52 年８月１日までの厚生年金保険第

４種被保険者記録（28 か月）として、付け替えられてしまったのではな

いか。」とも供述しているが、50 年４月 21 日から 52 年８月１日までの

厚生年金保険第４種被保険者資格に係る厚生年金保険被保険者原票とオン

ライン記録は一致しており、不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立人が保管していた昭和 47 年４月１日発行の国民年金手帳

にも、申立人がおかしいと主張している 50 年４月 21 日から 52 年８月１

日までの厚生年金保険第４種被保険者資格の喪失日（52 年８月１日）と

同日に、国民年金に強制加入していることが記入されている。 

加えて、申立人は、株式会社Ａを退職して半年後ぐらいに、厚生年金保

険第４種に加入することを勧める通知を受け取ったと供述しているところ、

日本年金機構は、事業所の事務担当者に対しては当該制度の説明をしてい

たが、被保険者に対して直接加入勧奨は行っていなかった可能性が高いと

している。 

なお、申立人は、Ｃ銀行（現在は、Ｄ銀行）Ｅ支店において、第４種厚

生年金保険料を払い込んできたとしており、同行への調査を希望している

が、Ｄ銀行は、データの保有期間が 10 年のため、申立期間の取引明細を

抽出することはできないと回答している。 

また、申立人は、昭和 50 年４月 22 日にＦ市役所Ｇ支所を訪れた際、同

所の職員に、申立期間の第４種厚生年金保険料の納付書控（領収書）53

枚を預けたと主張しているが、Ｆ市によれば、当該納付書控（領収書）53

枚の収受記録及び申立人の年金手続・相談の記録は無く、当時の経緯は不

明としている。 

   このほか、申立人は、新たな資料や情報は提出しておらず、そのほかに

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は無いことから、申立人が厚

生年金保険第４種被保険者として、申立期間に係る第４種厚生年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5268 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年１月から同年６月まで 

             ② 昭和 33 年１月から 35 年８月まで 

             ③ 昭和 35 年９月から 36 年１月まで 

             ④ 昭和 36 年２月から 40 年４月まで 

             ⑤ 昭和 41 年１月から 43 年６月まで 

             ⑥ 昭和 44 年７月から 47 年４月まで 

申立期間①については、Ａ町にあったＢ商品を扱うＣ株式会社に勤務

していた時の厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、記録を

訂正してほしい。 

申立期間②、④、⑤及び⑥については、Ｄ組合に登録し、複数のＥ会

社に派遣され、勤務していた。勤務実態は会社によって異なっていたが、

勤務日に必ず厚生年金保険の印紙を購入し、台帳に貼っていた。昭和

47 年５月頃、Ｆの免許を申請するために、33 年頃から貯めた印紙を貼

った台帳を、当時勤務していた会社を経由して陸運局（当時）に提出し

ており、厚生年金保険に加入していたことに間違いは無いので、記録を

訂正してほしい。 

申立期間③については、Ｇ地にあったＨ株式会社に勤務していた時の

厚生年金保険被保険者記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほし

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ｉ区におけるＣ株式会社に勤務して

いたとして、その仕事内容を記憶しているが、オンライン記録で検索し

ても「Ｃ」という名称で厚生年金保険の適用事業所は確認できない上、



  

商業登記簿においても、同区に「Ｃ」という事業所は確認できないほか、

Ｊ業界団体であるＫ会での加入記録も確認できなかったため、申立人が

勤務していた事業所を特定することができない。 

また、申立人は、同社における上司や同僚等を記憶しておらず、これ

らの者から申立期間①当時の勤務の実態や厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 

 

２ 申立期間②、④、⑤及び⑥について、申立人は、Ｄ組合に登録加入し

た上で、複数のＥ会社に派遣され、勤務していたとしている。 

しかしながら、申立期間②、④、⑤及び⑥において、申立人の雇用保

険の記録は確認できない上、申立人が勤務したと記憶している事業所名

又は事業所名の一部について、該当する可能性がある事業所を調査した

ところ、申立人が記憶している事業所名の一部を事業所名に含み、Ｌ地

内の適用事業所となっている事業所が 10 事業所確認でき、このうち、

既に解散している１事業所を除く９事業所に照会したところ、１事業所

が申立人は在籍していなかった旨を回答しているほか、そのほかの全て

の事業所は、申立期間に係る申立人の勤務実態については確認資料も無

く、不明である、と回答している。 

また、申立人が勤務したとする期間に、上記の 10 事業所において、

厚生年金保険被保険者資格を取得していた同僚 50 人に照会したところ、

回答があった 21 人のうち、申立人を記憶していたのはオンライン記録

で申立人の被保険者記録が確認できるＭ株式会社の一人のみであり、ほ

かに申立人の勤務状況について記憶している者はみられない。 

さらに、申立期間②、④、⑤及び⑥における上記 10 事業所に係る事

業所別被保険者名簿を確認したところ、申立人の氏名は無い。 

加えて、当該組合は、昭和 30 年代初め頃から活動をしている個人加

入のＮ組合とされており、42 年頃まではＯ事業を行っていたとしてい

るところ、申立人は、勤務会社は、日ごと、週ごと、月ごとに異なって

いたとしていることを踏まえると、厚生年金保険法における被保険者の

適用除外者（日々雇い入れられる者）に該当していたものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間②、④、⑤及び⑥において、市町村発行の

健康保険証を使用していたと思う、と回答している上、オンライン記録

によると、当該期間のうち、昭和 37 年４月から同年 12 月までの期間及

び 38 年４月から同年６月までの期間において、申立人は、国民年金に

加入し、保険料が納付済みとなっていることが確認でき、39 年４月か

ら 40 年４月までの期間、41 年１月から 43 年６月までの期間、44 年７

月から 45 年３月までの期間及び 46 年４月から 47 年４月までの期間に

おいて、申立人は、国民年金に加入し、保険料が全額免除となっている



  

ことが確認できる。 

なお、申立人は、申立期間②、④、⑤及び⑥の厚生年金保険料につい

て、印紙を購入することにより納付し、昭和 47 年５月頃、Ｆの免許申

請を行った際に、印紙を貼った台帳を、Ｐ株式会社を通じて陸運局に提

出したとしているが、照会したＤ組合、事業所及び同僚から、そのよう

な方法による保険料納付があったとする回答は得られず、Ｐ株式会社は、

当時の事業主は既に死亡し、当時の管理職もおらず、資料も確認できな

いとしており、国土交通省Ｑ運輸局は、「申立人のＦの免許申請書類及

び印紙を貼ったとする帳簿は確認できず、40 年代にＦの免許に関して、

厚生年金保険の加入は資格要件となっていなかった。」と回答している。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｈ株式会社に勤務していたとしてい

るが、同社は昭和 36 年３月１日に厚生年金保険の新規適用事業所とな

っており、当該期間は適用事業所となっておらず、事業主も申立人の被

保険者資格の取得については資料が無いため、不明としている。 

また、申立期間③当時、Ｈ株式会社の事業主は、昭和 35 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所となっていたＲ株式会社の事業主でもあり、

当時、Ｒ株式会社で被保険者資格を取得していた同僚に照会したところ、

二人は申立人が運転手としてＲ株式会社のＳ所に勤務していたことを記

憶しており、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務してい

たことはうかがえる。  

しかしながら、当時のＲ株式会社の事業主及び本社の経理責任者は既

に死亡しているため、申立人の給与からの厚生年金保険料の控除につい

て確認することができず、複数の同僚が当時の本社及び全事業所の従業

員を合計すると 100 人を超えていたと供述しているが、事業所別被保険

者名簿によれば、同社が厚生年金保険の適用事業所になった昭和 35 年

に厚生年金保険の被保険者資格を取得した者は 33 人であることから、

同社では厚生年金保険に加入していなかった従業員が相当数存在してい

たことがうかがえる。 

さらに、同社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立期間③及び

その前後の期間において、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に

欠番も無い。 

加えて、申立人は、同社における上司や同僚等を記憶しておらず、こ

れらの者から申立期間③当時の勤務の実態や厚生年金保険料の控除につ

いて確認することができない。 

 

４ 全ての申立期間について、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書及び



  

源泉徴収票等の資料は無い。 

このほか、申立人の全ての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、全ての申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案5269（事案2022の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和30年８月１日から同年９月16日まで 

② 昭和31年３月12日から同年11月27日まで 

③ 昭和39年５月21日から40年12月21日まで 

前回、昭和30年８月１日から31年11月27日までの期間について申立て

をしたが、その後、年金事務所の調査により30年９月16日から31年３月

12日までの期間については、Ａ所における厚生年金保険の被保険者記録

が確認されたとのことだった。しかし、申立期間①及び②についても、

Ｂ施設に継続して勤務していた期間であり、途中、勤務地が変わったこ

とはあったが、空白期間は無かった。申立期間③については、株式会社

Ｃに在籍しながらＤ店（又はＥ店）に勤務していた期間であり、35年４

月に入社してから41年２月に退社するまで株式会社Ｃに継続して勤務し

ていた。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②に係る申立てについては、昭和30年８月１日から31

年11月27日までの期間について、ⅰ）Ｆ市に存在していたＧ所は昭和31

年７月１日に厚生年金保険の適用事業所となっていること、ⅱ）申立人

の同僚から、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料が控除されたこと

をうかがわせる供述は得られなかったこと、ⅲ）当該事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立人の被保険者資格

取得日及び喪失日はオンライン記録と一致していること、ⅳ）申立人が

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実が確認でき

る資料が無いことなどを理由に、既に当委員会の決定に基づき、平成21

年12月７日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて



  

いる。 

今回、申立人は、新たな資料等を提出することなく、「継続して勤務

していたので、記録が確認された期間以外についても記録はあるはずで

ある。」との再申立てをしているが、申立期間①及び②について、前回、

供述が得られた同僚以外に当時の状況について確認できる同僚はいない

ほか、申立期間①については、Ａ所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿及び同事業所の前に申立人が被保険者資格を取得しているＨ店に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立期間に申立

人の氏名は無く、資格取得日及び喪失日はオンライン記録と一致してい

ること、申立期間②については、Ｇ所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に加え、Ａ所に係る被保険者名簿を確認したが、申立期間に申

立人の氏名は無く、資格取得日及び喪失日はオンライン記録と一致して

いることから、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは

認められない。 

 

２ 申立期間③に係る申立てについては、ⅰ）株式会社Ｃが保管する被保

険者台帳で確認できる申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日及び喪

失日はオンライン記録と一致していること、ⅱ）同僚から聴取しても、

申立人に係るＤ店（又はＥ店）での勤務実態や厚生年金保険料控除の事

実をうかがわせる供述及び関連資料を得ることはできないこと、ⅲ）オ

ンライン記録により、Ｄ店、Ｅ店及び昭和39年Ｉ簿に記載があるＪ店と

いう事業所名称で検索しても、いずれも適用事業所として確認すること

ができなかったことなどを理由に、既に当委員会の決定に基づき、平成

21年12月７日付けで、年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

今回、申立人は、新たな資料等を提出することなく、「株式会社Ｃに

在籍しながらＤ店（又はＥ店）に勤務していた期間であり、記録はある

はずである。」との再申立てをしているが、株式会社Ｃは、申立人の出

向期間が長期であること等から、出向先事業所で厚生年金保険の被保険

者資格を取得したのではないかと回答していることから、オンライン記

録に加え、適用事業所名簿により、Ｄ店、Ｅ店及びＪ店を検索したが、

いずれの事業所名においても適用事業所として確認することができなか

った。 

また、申立人は、Ｄ店（又はＥ店）に勤務する従業員は、自身を含め

４人ほどであり、そのうち正規従業員は一人から３人であったとしてい

ること等を踏まえると、当該事業所は、厚生年金保険の適用事業所とし

ての要件を満たしていなかったものと考えられる。 

 



  

３ このほか、全ての申立期間について委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人は、全ての申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案5278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年８月30日から同年９月１日まで 

株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）を、平成15年８月末に退職をした

が、同年９月に支給された同社の給与から厚生年金保険料が控除されて

いた上、同年９月１日から勤めた次の会社でも厚生年金保険被保険者に

なったので、私の厚生年金保険の被保険者期間に空白があるとは全く考

えていなかったが、ねんきん特別便では、同年８月が被保険者期間とな

っていなかった。 

市役所を通じて年金事務所に確認すると、平成15年８月は、私が厚生

年金保険被保険者ではないのに、妻は国民年金第３号被保険者と記録さ

れていたが、その後記録が矛盾していたことについて、事務処理が誤っ

ていたとして、妻の被保険者資格が第１号被保険者に訂正された。 

このため、私と妻は、平成15年８月について、国民年金保険料の未納

期間になってしまっているので、株式会社Ａの給与から、厚生年金保険

料が控除されたことを証明する給与明細書により、申立期間について、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａを平成15年８月29日に退職したが、保存していた

給与明細書では、同年８月の厚生年金保険料が控除された記載があること、

及び配偶者の国民年金の記録では、第３号被保険者のままとなっていたこ

となどから、同年同月について、自己の厚生年金保険の被保険者期間を認

めてほしいと主張している。 

しかしながら、当該事業所で保存していた申立人の退職願における退職

予定日のメモ書き、Ｃ基金における年金・一時金異動記録、雇用保険の記



  

録、申立人の退職一時金に係る裁定請求書に記載されている退職日の記録、

事業主及び複数の同僚の供述から、申立人の当該事業所における退職日が

平成15年８月29日であったと認められる。 

また、平成15年９月分の給与明細書において、厚生年金保険料が控除さ

れていることについて、事業主は、「厚生年金保険料は翌月給与から控除

していた。しかし、給与計算を行っているコンピュータソフトの計算誤り

から、申立人の15年９月分給与から、控除の必要が無い厚生年金保険料等

を控除してしまっている。」と供述している上、事業所保存の健康保険厚

生年金保険被保険者資格喪失確認通知書から、事業主が、申立人の被保険

者資格喪失日を15年８月30日と届け出たことが確認できる。 

一方、厚生年金保険法では、第 19 条において、「被保険者期間を計算

する場合には、月によるものとし、被保険者資格を取得した月からその資

格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、また、同

法第 14 条においては、資格喪失の時期は、「その事業所に使用されなく

なった日の翌日」とされていることから、申立人の資格喪失日は、平成

15 年８月 30 日であり、申立人の主張する同年８月は、仮に事業主により

同年同月の厚生年金保険料が控除されていたとしても、厚生年金保険の被

保険者期間とはならない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、厚生年金保険被保険者であったと認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5289 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年 12 月９日から 60 年４月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた申立期間の標準報酬月額の記録は、預金通

帳の振込額を下回っているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人提出の総合口座通帳（写）に記載の株式会社Ａ名の振込額から、

申立期間の一部期間において、同事務所から約 21 万円から約 31 万円の給

与の振込があったことが推認できるが、同事務所に係る事業所別被保険者

名簿及びオンライン記録に記載の申立人の標準報酬月額は 13 万 4,000 円

から 20 万円と記録されている。 

 しかしながら、株式会社Ａの破産管財人は、申立てに係る関連資料は

保存されておらず、控除した厚生年金保険料額については不明としており、

申立期間当時の事業主からも供述を得られない。 

また、株式会社Ａにおける同僚からは、申立期間に係る申立人の厚生年

金保険料控除額について供述を得られず、同僚の一人は、申立期間当時、

事業主が報酬月額を低く届出していることに気づき事業主に告げたところ、

事業主から、「会社も従業員も保険料が安くなる。」と言われたとしてい

る。 

 このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5294 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 39 年１月頃から同年４月頃まで 

    昭和 39 年１月に、Ａ職業安定所の紹介で、前の会社と職種が同じＢ

業のＣ株式会社（現在は、Ｄ株式会社）に入社した。同社は新しい会社

だったので、３か月ほど勤務した後、安定した会社に入りたいと思い、

退職した。勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間としてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時、申立事業所に勤務していた複数の同僚が、申立人の名前

を覚えていると供述していることから、申立人が申立事業所に勤務してい

たことはうかがえる。 

しかしながら、申立事業所は、当時の資料が残っておらず、申立人が勤

務していたかは不明とし、申立人の申立てどおりの資格の得喪に関する届

出、厚生年金保険料の控除についても不明としている上、「申立期間当時、

従業員の厚生年金保険の資格取得に当たり、３か月又は６か月の試用期間

を設けていた。」と回答している。 

また、申立人の名前を覚えている同僚も、「申立人は、短期間で退職し

たので、厚生年金には加入していないと思う。」と供述している。 

さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申

立期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険証番号に欠番も無い上、申

立人が記憶している同僚の氏名も当該被保険者原票には見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5295 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月９日から同年４月１日まで 

    株式会社Ａの販売店に平成３年９月 11 日から７年２月 11 日まで継続

して勤務していた。しかし、被保険者記録照会回答票によると、４年２

月９日から同年４月１日までの２か月間の被保険者期間が欠落している。

同社では入社時から申立期間の直前までは、兄弟会社であるＢ株式会社

によって厚生年金保険料が控除されており、申立期間の給与明細書でも

厚生年金保険料が控除されているので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した株式会社Ａに係る平成４年２月分から同年３月分まで

の給与明細書において、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていることが確認できるが、同年８月分の同明細書において、

申立期間の２か月分の保険料の相殺・返納が行われていることが確認でき

る。 

   このような事態が生じた理由について、Ｂ株式会社は「平成２年４月に

株式会社Ａが設立され、事務体制が整うまでの間、社会保険事務を請け負

ってきたが、４年２月から同社が厚生年金保険の適用事業所として認定予

定となったことから、同社の社員について同年２月８日付けで資格喪失届

を出したところ、同社の認定時期がずれ込み、同年４月１日の認定となっ

たために、結果的に申立期間の被保険者期間が空白になったもの。」と供

述し、申立期間の保険料については、申立人が提出した給与明細書のとお

り、給与から控除していたと認めるものの、納付したかは不明としている。 

   また、株式会社Ａの同僚の一人は、かかる事態が生じた理由について、



  

Ｂ株式会社が供述した内容と同様の供述を行い、申立期間に係る保険料の

相殺・返納を受けたと供述しているとともに、同社から当時、社員に配布

した申立期間の保険料の相殺・返納の取扱いについての説明文が提供され

たが、同説明文については申立人に対しても当該同僚と同様に配布された

ものと推測される。 

   さらに、オンライン記録から、申立人は、Ｂ株式会社において平成４年

２月８日に資格を喪失し、株式会社Ａにおいて同年４月１日に資格取得し

ていることが確認できる上、同社は申立人が資格取得した同日に厚生年金

保険の新規適用を受けたことが確認できることから、申立期間について社

会保険事務所（当時）は申立人に係る保険料について、納入の告知を行っ

ていないと認められる。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことをうか

がわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5296 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 27 年６月１日まで 

    昭和 26 年４月１日から株式会社Ａに勤務していたが、申立期間の厚

生年金保険の記録が無いので、同期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 複数の同僚の供述から、申立人が申立期間において株式会社Ａに勤務し

ていたことはうかがえる。 

しかしながら、同僚照会回答から、複数の同僚が、株式会社Ａに入社し

た日から厚生年金保険資格取得日まで２か月から１年２か月までの期間が

あるとしていることから、同社は、入社してすぐには資格取得させていな

かったことがうかがえる上、申立人が、同期入社であり短期間で退職した

として氏名をあげた同僚の、申立事業所における被保険者記録は見当たら

ない。 

また、事業主は、当時の書類は保存されておらず、申立人に係る厚生年

金保険に関する届出や保険料控除及び納付については不明と回答している。 

さらに、株式会社Ａの健康保険厚生年金保険被保険者名簿における申立

人の資格取得日及び申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の資格

取得日は昭和 27 年６月１日であり、オンライン記録と一致しており、健

康保険厚生年金保険被保険者名簿に記された健康保険の番号に欠番は無い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案5297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和25年３月31日から27年11月17日まで 

 ② 昭和30年４月１日から同年７月１日まで 

 ③ 昭和32年６月11日から33年10月頃まで 

私は、昭和25年３月31日から27年11月16日までＡ株式会社Ｂ支店（現

在は、Ｃ株式会社）に勤務し、28年３月１日から33年10月頃までＤ株式

会社に勤務したが、Ａ株式会社の期間とＤ株式会社の30年４月１日から

同年７月１日までの期間及び32年６月11日から33年10月までの期間が厚

生年金保険の被保険者期間となっていない。 

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立人の義父がＡ株式会社に勤務し

ていたとし、義父とは所属していた課は違うが同じ室で仕事をしていた

としているところ、義父はＡ株式会社Ｅ支社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において、昭和22年６月１日から26年12月10日まで被保

険者期間が確認できる。 

しかしながら、Ｃ株式会社は、申立人の雇用期間等について、「会社

設立の昭和26年５月＊日以降の正社員については在籍確認が可能である

が、申立人については当社保管の人事情報に在籍した履歴が無い。」と

している。 

また、Ａ株式会社Ｅ支社、Ｃ株式会社本店及び同社Ｆ支店に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者期間が確

認できる任意で選んだ同僚に照会したところ、回答があった同僚全員が



  

「申立人のことは知らない。」、「申立期間当時の社会保険事務等の担

当者は知らない。」としていることから、申立人の主張を裏付ける供述

を得ることができない。 

さらに、Ａ株式会社Ｅ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の表紙において、「昭和26年12月10日全喪」の記載があり、同名簿で同

日に資格を喪失し、引き続きＧ県内のＣ株式会社で被保険者資格を取得

した同僚が勤務した事業所は、同社本店、同社Ｆ支店及び同社Ｈ支店で

あることが確認できることから、当該３事業所の被保険者名簿を確認し

たところ、いずれも申立人の氏名は無く、欠番（Ｈ支店を除く）も見当

たらない。 

加えて、Ａ株式会社Ｅ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

を確認したところ、申立人の氏名は無く、健康保険の番号に欠番は見当

たらない。 

 

２ 申立期間②及び③について、Ｄ株式会社の本社所在地を管轄する法務

局に照会したところ、同社は、登記簿目録から、昭和36年７月＊日清算

結了したことが確認できる上、適用事業所名簿において、同社は32年６

月11日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることが確認できる。 

また、Ｄ株式会社Ｉ工場に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿表紙の事業主氏名欄に記載されている工場長は、オンライン記録

によると死亡している上、同名簿において、申立期間②に被保険者期間

が確認できる任意で選んだ同僚に照会したところ、回答があった同僚全

員が「申立人のことは知らない。」、「申立期間当時の社会保険事務等

の担当者は知らない。」としていることから、申立人の主張を裏付ける

供述を得ることができない。 

さらに、申立期間②について、Ｄ株式会社Ｉ工場に係る健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿によると、申立人が昭和28年３月１日に

資格を取得した際の厚生年金保険被保険者記号番号と30年７月１日に再

取得した際の厚生年金保険被保険者記号番号は別の番号である。 

加えて、申立期間③について、Ｄ株式会社Ｉ工場に係る健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿において、申立人が昭和28年３月１日に

資格を取得したページとその前後各５ページで厚生年金保険被保険者番

号が確認できる同僚の喪失時期を確認したところ、同社が適用事業所で

なくなった32年６月11日に資格を喪失した20人中、同年同月に別の事業

所で資格を取得した同僚５人を除く、残り15人のうち所在が確認できる

同僚５人に自身の実際の退職日及び適用事業所でなくなった日後に勤務

していた場合の保険料の控除の有無について確認したところ、３人から

回答があり、二人は「退職日は32年６月。」、一人は「退職日を覚えて



  

いない。」としている。 

 

３ このほか、申立人の全ての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5298 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 12 月 30 日から 59 年１月１日まで 

    年金事務所の記録によると、Ａ社の勤務期間のうち申立期間の加入記

録が無い。昭和 59 年１月の退職金支給時、事業主に直接現金で１か月

分の社会保険料を支払ったので、申立期間について厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年 12 月末日を退職日とする退職届を事業主に提出し、

申立期間の厚生年金保険料を 59 年１月に事業主に現金で支払ったと主張

し、「健保 13,561 円をＢ氏へ現金にて支払う」との自筆の記載がある退

職金支払明細書を保管している。 

しかしながら、申立人の雇用保険被保険者総合照会では、Ａ社の離職日

は昭和 58 年 12 月 29 日とされている。 

また、事業主の子息は、「当時の事業主は平成 19 年 10 月に、事業を引

き継いだ者も 20 年＊月に死亡しており、申立人の賃金台帳、職員名簿は

無い。家族も経理については事業主が行っていたので分からないと述べて

いる。」としているため、申立人に係る正しい退職日及び保険料の現金徴

収があったか否かは確認できない。 

さらに、同僚保管の給料支払明細書では、入社月に初めて支払われた給

料及び退社月の翌月に支払われた給料からは社会保険料は控除されていな

いことから、事業所が当月分社会保険料を翌月の給料支払日に控除する方

法をとっていたことが確認でき、退職時に退職金を現金で受け取った同僚

二人は、退職金受取時に社会保険料を現金で支払った記憶は無いとしてい

る。 



  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5299 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 10 月１日から６年９月 30 日まで 

Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が

18 万円となっているが、給与額は 32 万円くらいであったので、標準報

酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

Ａ株式会社及び申立人から提出された申立人の平成６年分の源泉徴収票の

社会保険料等の金額欄に記載された額が、オンライン記録の標準報酬月額

から計算した健康保険及び厚生年金保険の保険料額に雇用保険料の額を加

算した額にほぼ一致していることから判断すると、申立期間において、事

業主は、５年 10 月の定時決定後は社会保険事務所（当時）に記録された

当該定時決定に係る標準報酬月額（18 万円）に基づいた厚生年金保険料

の控除をしていたものと認められる。 

また、Ａ株式会社が加入していたＢ基金（現在は、Ｃ基金）及びＤ組合

（現在は、Ｅ組合）に係る申立人の申立期間における標準報酬月額は、18

万円であったことが確認できる。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5300 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年２月 28 日から同年３月１日まで 

    株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間の厚生年金保険料が給与から控除されていたの

で、申立期間において被保険者であったことを認めてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａからの振込給与額が記帳されている預金通帳を添

えて、申立期間の厚生年金保険料が給与から控除されていたと主張してい

るが、元代表取締役は、「申立人は取締役であったが、もう一人の取締役

も同じ日に辞めており、当時の資料は無いが、申立人の厚生年金保険被保

険者の資格喪失日は、社会保険事務所（当時）に届け出たとおりであった

と記憶している。」と供述しているところ、オンライン記録によると、申

立人と同じ日に辞めたとされるもう一人の取締役の資格喪失日も申立人と

同日の昭和 61 年２月 28 日となっていることが確認できる。 

また、申立人と同じ日に辞めたとされる上記のもう一人の取締役及び申

立期間当時に株式会社Ａにおいて厚生年金保険被保険者であった者二人の

合計３人に対して照会したが、いずれも回答が無く、申立人の申立期間に

係る供述を得ることができなかった。 

さらに、オンライン記録によると、株式会社Ａにおいて厚生年金保険被

保険者であった者５人のうち、申立人以外にも二人が月末の資格喪失とな

っていることから、同社の事業主は、被保険者の一部の者について、月末

に厚生年金保険の資格を喪失させていたことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 5306（事案 99 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年８月１日から同年 10 月 27 日まで 

申立期間は、Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）に勤務していた。当

該期間について、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

今回、同じ会社（株式会社Ｃ）にいて、Ａ株式会社に入社した同僚は

厚生年金保険の被保険者記録があるが、私の申立期間における厚生年金

保険の被保険者記録は無いので、再申立てを行った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、同僚の供述から、申立人のＡ株式会社における勤

務は確認できるものの、同社において当時の関係資料は保存されておらず、

雇用保険の被保険者記録も無く、申立内容に係る事実を確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないなどのことから、既に当委員会の決定に基

づく平成 20 年６月２日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

今回、オンライン記録において申立期間当時、Ａ株式会社における記録

が確認できる新たな同僚５人に照会し３人の回答を得たが、申立人の厚生

年金保険料の事業主による給与からの控除について具体的な供述は得られ

ず、再度、事業主にも照会したが、新たな関連資料等は無いとしている。 

また、上記回答があった同僚のうち二人は、入社日と厚生年金保険の被

保険者資格取得日が相違している。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5307 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 11 月１日から９年３月６日まで 

        平成８年 11 月１日から９年３月６日までの株式会社Ａにおける厚生

年金保険の標準報酬月額が８年 11 月に遡って９万 8,000 円に引き下げ

られているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額については、

当初、59 万円（申立期間当時の厚生年金保険の最高等級）と記録されて

いたところ、申立事業所が適用事業所でなくなった平成９年３月６日より

後の同年４月８日付けで、遡って９万 8,000 円に引き下げられていること

が確認できる。 

また、オンライン記録から、申立人同様に取締役一人の標準報酬月額も

平成９年４月８日付けで、資格取得時に遡って引き下げられていることが

確認できる。 

しかしながら、申立事業所に係る商業登記簿謄本（閉鎖事項全部証明

書）及び申立人の供述から、申立人が申立期間当時、当該事業所の代表取

締役になっていることが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険の届出に関しては税理士事務所に委託して

おり、同税理士事務所を信用していたので書類内容を見ずに印鑑を押印し

た。申立期間当時、Ｂ社会保険事務所（当時）から電話があり面談に行っ

た記憶がある。厚生年金保険料等の最後の１月（平成９年２月）は滞納が

あったかもしれない。」と供述しているが、申立期間に係る同年４月８日

付けの処理に関して、同税理士事務所及び社会保険事務所（当時）が、事



  

業主であった申立人の同意を得ずに、又は申立人の一切の関与も無しに、

無断で処理を行ったものと認めることはできない。 

さらに、申立人によると、「社会保険の届出を依頼していた税理士事務

所は事務所を閉じており、業務を行っていた者は既に他界している。」と

しており、同税理士事務所に申立期間当時のことに関して照会できなかっ

た。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役として自らの標準報酬月額に係る記録訂正処

理が有効でないと主張することは信義則上許されず、申立期間における標

準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5308 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年１月頃から 48 年 12 月頃まで 

              ② 昭和 52 年１月頃から 53 年 12 月頃まで 

              ③ 昭和 59 年９月１日から同年 11 月１日まで 

申立期間①には、Ａ所でＢ職としてＣ業務をしており、申立期間②に

は、Ｄ所のＥ課でＢ職として、申立期間③には、Ｆ所でＧ職として勤務

していたが、それぞれの期間の厚生年金保険被保険者記録が無いので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ所にＢ職として勤務していたと主

張しているが、申立人の同事業所に係る雇用保険被保険者記録が無い上、

事業主は、「正職員、非常勤職員ならば当時の職員名簿において氏名が

確認できるが、申立人の氏名は無い。また、申立期間に厚生年金保険被

保険者資格を取得しているのは、非常勤職員として勤務していた者のみ

であり、Ｂ職（臨時職員）は、これまで厚生年金保険には加入させてい

ない。」と供述している。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間①に記

録のある当時の同僚で照会可能な者はおらず、申立人の勤務状況や厚生

年金保険の加入状況等について確認することができない。 

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、Ｄ所にＢ職として勤務していたと主

張しているところ、雇用保険被保険者記録により、昭和 53 年３月 27 日

から同年 10 月 31 日まで同事業所において勤務していたことは確認でき

るものの、52 年１月頃から 53 年３月 26 日までの期間及び 53 年 11 月



  

１日から同年 12 月頃までの期間については、雇用保険被保険者記録が

無く勤務していたことは確認できない。 

また、事業主は、「申立期間②当時、申立人が正職員として勤務して

いた記録は無く、Ｂ職（臨時職員）として勤務していたかについても資

料が無く不明であるが、Ｂ職は「Ｈ規則」に基づき、健康保険、厚生年

金保険に加入させていなかった。Ｂ職を厚生年金保険の加入対象にした

のは平成６年４月１日からである。」旨を供述している上、申立人と同

様にＢ職として勤務していた当時の同僚の照会先も確認できず、申立人

の勤務状況や厚生年金保険の加入状況等について確認することができな

い。 

さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、Ｆ所にＧ職として勤務していたと主

張しているところ、Ｉ所が交付した辞令により、昭和 59 年９月１日か

ら同年 10 月 31 日まで勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、事業主は、昭和 51 年７月＊日付けＪ通知に基づき、

「雇用期間が２か月以上無い者は、厚生年金保険に加入させていなかっ

た。」と供述しているところ、オンライン記録において、厚生年金保険

被保険者記録のある同僚 22 人全員が、２か月以上の記録があることが

確認できる上、「申立人と同様に雇用期間が２か月未満であった者と確

認できた同僚一人については、厚生年金保険の加入記録が無い。」と供

述している。 

さらに、申立人が申立期間③に係る厚生年金保険料を控除されていた

ことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

４ このほか、申立人の全ての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として全ての申立期間に係る厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5311 

 

第１ 委員会の結論 

      申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年７月から 57 年頃まで 

年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会すると、申立期間に

勤務したＡ地のＢ株式会社（現在は、Ｃ株式会社）の記録が無いとの回

答だったが、給与から厚生年金保険料を控除されていたはずであり、納

得できないので調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社の現在の総務担当者の供述及び複数の同僚の供述から、期間

の特定はできないものの、申立人がＢ株式会社に勤務していたことはうか

がわれる。 

しかし、Ｂ株式会社は「賞与計算書の昭和 47 年冬季分に申立人の名前

が見られる以外、保存されている退職者履歴書綴、厚生年金保険及び健康

保険等の届出書に申立人の記録は無く、上記賞与計算書にはパート勤務者

の名前も記載されていることから、申立人が社員であったか否かを特定で

きず、申立人の申立期間の厚生年金保険料の給与からの控除については不

明。」と供述している。 

また、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の記録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番は無く、同名簿に

不自然な記載は無い上、同社は申立期間当時、Ｄ基金に加入していたこと

から同基金に照会したが「申立期間当時、申立人の記録は確認されな

い。」との回答であった。 

さらに、申立人の厚生年金保険の被保険者記録について、「Ｅ」、

「Ｆ」及び「Ｇ」名で氏名検索をしたが、記録は確認されなかった。 



  

加えて、申立人は、Ｂ株式会社において運転手として勤務した後は同社

が受託していた株式会社ＨのＩ部門に勤務したと主張していることから、

オンライン記録により株式会社Ｈ及び類似の名称の事業所検索をしたもの

の、申立人の記録は確認されなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。     

 



  

埼玉厚生年金 事案 5313 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年９月 10 日から平成４年 10 月 21 日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ株式会社に勤務してい

た期間における標準報酬月額が、当時の給与支払額を下回っている。申

立期間の給与支払額が確認できる給与支払明細書を保管しているので、

標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していた

と認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う

標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間について、申立人から提出のあった昭和 58 年５

月分から同年７月分まで、62 年５月分から同年７月分まで及び 63 年５月

分から同年７月分までの給与支払明細書に記載された給与支給額は、健康

保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録上の標準報酬月額より

いずれも高額であるものの、当該期間において事業主が源泉徴収していた

と認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、健康保険厚生年

金保険被保険者原票及びオンライン記録上の標準報酬月額と全て一致して

おり、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わな

い。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 5314（事案 1263 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年５月 25 日から同年８月１日まで 

② 昭和 57 年５月 14 日から同年 10 月 27 日まで 

③ 昭和 58 年５月 17 日から同年 10 月 19 日まで 

④ 昭和 59 年６月４日から同年 10 月 16 日まで 

⑤ 昭和 60 年６月１日から同年８月５日まで 

    Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）における船員保険記録について標

準報酬月額が相違している。日額２万円の報酬で、厚生年金保険料等一

切の経費は会社負担で乗船したのであり、前回申立てについて訂正不要

とのことであったが納得できない。正しい標準報酬月額に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、全ての申立期間についてＡ株式会社から提出され

た船員保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書において、届出

の報酬月額が昭和 56 年５月 25 日、57 年５月 14 日及び 58 年５月 17 日の

資格取得時は 15 万円、59 年６月４日及び 60 年６月１日の資格取得時は

16 万 8,785 円であることが確認できること、事業主は、船員保険取得時

における標準報酬月額について、「Ｃ業務はＤ店に委託し、Ｅ業務のため

に乗船したＤ店の従業員に対し支払った一定額を報酬月額として届出、船

員保険料を控除していた。」と供述していること、及び申立てに係る事実

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、既に当委員

会の決定に基づき、平成 21 年７月 21 日付け年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 



  

今回、申立人への業務委託に関わったとする当時の担当者二人に照会し

たものの、標準報酬月額の決定や保険料の控除、納付についての供述は得

られなかった。 

また、Ａ株式会社に係る船舶所有者別被保険者名簿において申立期間中

に記録のある者６人に照会し、５人の回答を得たが、うち一人は報酬日額

２万円、保険料はＡ株式会社負担だったとしているものの、標準報酬月額

は 15 万円となっており、ほかの４人も給与額は記憶していないとしてい

るものの、標準報酬月額は 15 万円又は 17 万円となっており、これについ

ていずれの者も特に疑問は呈していない。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらな

いことから、申立期間について、申立人が、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5317 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年頃から 45 年頃までの間の６か月 

   結婚前、夫はＡ株式会社に事務職として勤務し、厚生年金保険に加入

していたと話していたが、同社における厚生年金保険の加入記録が無い。

調査の上、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持していた手帳によると、申立人の職歴としてＡ株式会社の

記載があることから、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務

していたことはうかがえる。 

しかしながら、事業主は、「昭和 41 年から 45 年頃までの厚生年金保険

の加入記録を確認したが、申立人の名前は無い。申立人の在籍を確認でき

る資料が無いため、申立人の勤務実態及び保険料控除については不明であ

る。」旨の回答をしている上、申立人が名前を記憶している同僚がいない

ため、申立期間当時、同社の厚生年金保険に加入していた連絡のとれる同

僚全 24 人に照会し、10 人から回答を得るも、申立人を記憶している者は

いない。 

また、上記回答が得られた 10 人の同僚のうち、同社の給与計算及び社

会保険事務を担当していた同僚一人は、「入退社が頻繁で勤務期間の短い

人が多かった。手取りが少なくなるため社会保険に加入することを望まな

い人が多かった。」と供述しており、別の同僚一人も、「本人の希望によ

り社会保険に加入した。」と供述しているほか、別の同僚二人は、「入社



  

してすぐには厚生年金保険に加入しなかった。」と供述している。 

さらに、申立期間当時におけるＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿は、連番で欠番は無く、申立人の記録は無い。 

加えて、申立人が事業主により給与から申立期間の厚生年金保険料を控

除されていたことを確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 5319 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

  

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 10 月１日から６年 10 月１日まで 

亡くなった夫のねんきん定期便が届いたが、その中で株式会社Ａにお

ける平成５年 10 月から６年９月までの標準報酬月額がおかしい。 

給料は亡くなった夫が現金でもらい、その中から食費・生活費等を私

（妻）に渡すという方式だったので、正確な給与額は分からないが、そ

の当時、色々と出費がかさんでいたので、給与が下がったことは無く、

申立期間において給与が大幅に上がったことは間違いないと思っている。 

調査してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、具体的な給与額については分からないが、申立期間において

給与が大幅に上がったことは間違いないと申し立てているが、当時他店の

店長であった者は「申立期間当時は、会社の経営は特に問題は無く順調だ

ったが、ボーナスが支給されなくなったり、給料はそのままで昇給は無く

なった頃だ。」と供述しているほか、オンライン記録において、同僚の昇

給はおおむね２年から３年ごとに２万円程度行われていることが確認でき

るとともに、申立期間当時、申立人と同年代の複数の同僚の標準報酬月額

は、申立人と同額又はほぼ同額であることが確認できることを踏まえると、

申立期間において申立人が主張する大幅な昇給があった事情はうかがえな

い。 

また、オンライン記録では、同社は平成 17 年 10 月４日に厚生年金保険



  

の適用事業所でなくなっており、申立期間当時の賃金台帳等は確認できな

い上、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

    



  

埼玉厚生年金 事案 5320 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年３月 21 日から 63 年４月１日まで 

    私は、昭和 59 年 10 月１日に株式会社Ａに入社して以来、63 年８月

30 日に退社するまで継続して当該事業所に勤務したが、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者期間が抜けている。 

    調査の上、当該期間につき、厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に株式会社Ａの厚生年金保険被保険者期間のある元同僚６人に

照会をし、回答のあった４人のうちの一人は、申立人は申立期間に勤務し

ていたと供述しているが、残り３人は、期間は特定できないが勤務してい

たと供述しているなど、申立人の申立期間における勤務実態を確認するこ

とができない。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人は、昭和 61 年３月 21 日に被保険者資格を喪失しており、「備考」

欄の「返」が○で囲まれていることから、健康保険証を返納したものと推

察される上、当該事業所の被保険者縦覧照会回答票によると、63 年４月

１日に資格を再取得していることが確認できる。 

さらに、当該事業所は既に無く（平成 21 年 10 月＊日に破産手続により

廃止）、元事業主に照会したが回答は無く、申立人の勤務実態や保険料の

控除及び納付について確認することができない。 

このほか、申立期間に係る給与明細書等の資料は無く、申立人の申立期



  

間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


